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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の当初計画・変更・目標設定・実施の状況

実　　施　　結　　果

② ③ ④ ⑤ ⑥
研究開発スケジュール

4.1.1
全体システムの
最適設計

　大規模な飛行船の製作、組立並び
に整備・検査技術の確立及び打上
げ、定点滞空、回収時・緊急時（非
常時）対応並びに追跡管制技術を含
む運用技術の確立を可能とする全
体システムの最適設計。

5.1.1
全体システム技術の研究開発
　平成１１年度より、全体システムの
最適設計を行う。

□
引き続き仕様も含めた技術的な検討
を行う。

□ 前段の方針を承認 変更なし

150m級の技術実証機を目標として
システム検討を実施。成立性のある
システム構成案、開発計画を立案
し、定点滞空性、構造成立性などの
検討を実施

4.1.2
大規模膜構造技
術の確立及び超
軽量膜材料の研
究開発

　新たな高分子材料・繊維の組合せ
による超軽量・高強度かつ高耐環境
の膜材を利用したフェ－ル・セイフな
構造技術を確立する。また、電源、
ミッション機器、推進機、尾翼等の重
量物を薄膜構造の船体に搭載する
ための軽量な構造材料を研究開発。

□
軽量・高強度膜材料、膜構造の開
発、試作試験を行い、成層圏滞空飛
行試験により、実証を行う。

□ 前段の方針を承認 変更なし

ベクトラン繊維、ザイロン繊維を用い
た軽量・高強度の膜材を開発
膜構造供試体を開発し、評価試験に
より特性を取得
成層圏滞空飛行試験、定点滞空飛
行試験に供して性能を実証

4.1.3
低抵抗の空力形
状の選定及び空
力設計技術の確
立

　数値流体力学（ＣＦＤ）による解析と
風洞模型試験を併用し、船体周辺に
発達する空気の境界層が層流から
乱流への遷移を可能な限り遅らせ、
剥離の発生を防ぐ船体形状を選定
し、併せて、尾翼・推進系等の構成
及び配置を最適にして飛行船に働く
空気抵抗を最小にする設計技術を
確立。

●

主として定点滞空飛行試験を対象
に、風洞試験等による試験機空力性
能の推算を行い、試験機ひいてはそ
の制御系の設計に反映する。

□ 前段の方針を承認 変更なし

定点滞空飛行試験を対象に試験機
の空力設計、性能推定等を行い、飛
行試験の結果と併せて妥当性を立
証した。

飛行試験による飛行船空力データ
取得の方策を確認

4.1.4
低密度で運用さ
れる高効率推進
技術の開発

　地上に比べて空気が極めて希薄な
成層圏において運用可能な高効率
の推進系を実現するため、プロペラ
やモータ等の船体制御を可能にする
推進機構、プロペラの船外配置方式
等の必要な技術を確立。

□
要素技術研究の一環としてプロペラ
風洞試験等により検討を行う。

□ 前段の方針を承認 変更なし

成層圏で高効率を示すプロペラの試
設計を行い、プロペラ付き模型によ
る水槽試験、CFDなどにより将来の
成層圏飛行船の推進系設計に必要
な設計データを取得

4.1.5
太陽電池及び再
生型燃料電池か
らなるクリーンな
電力供給技術の
確立

　飛行船が必要とする昼間電力は、
全て太陽電池から供給されるため、
太陽電池セルの高効率化及び軽量
化を行い、紫外線等に対する耐環境
性を高めるとともに、信頼性及び整
備性の高い発電モジュ－ル構造を
研究開発。
　また、夜間電力は、再生型燃料電
池から供給されるため、太陽電池と
同様に、高効率化及び軽量化の技
術を確立。
　さらに、季節によって変化する太陽
高度及び日照・日陰サイクルに適応
可能な電力供給・管理技術を確立。

□

ミレニアムプロジェクトの中では電源
系の開発は行なわず、他業界にお
ける研究開発の動向等を見据えつ
つ、成層圏飛行船に適用するための
搭載設計、評価等をおこなう。

□

技術実証機用として、
太陽電池効率：　8%
太陽電池比重量：　1g/W（セル単
体）
再生型燃料電池エネルギ密度：
430Wh/kg

変更なし

□

●

（平成12年度～）
技術開発の進捗、周辺技術動向の
調査結果等に基づき、技術実証機
用電源系としての目標を
太陽電池効率：　13%
太陽電池比重量：　3g/W（断熱材等
を含む）
再生型燃料電池エネルギ密度：
450Wh/kg
に修正。電源系研究会報告書
（H16.3）に反映

（平成13年度）
定点滞空試験機の搭載電源として
燃料電池を主としないことを決定（試
験機への搭載に必要な性能、信頼
性を持つFCの開発に確信がもてず、
費用上も成立しない可能性が高かっ
たため。）

ミレニアムプロジェクトとしての目標
は設定されていないが、将来の技術
実証機のための技術基盤の構築を
目指して研究開発を実施した。
その結果、太陽電池については現時
点で最適と思われる薄膜単結晶シリ
コン型電池を対象に装備技術等の
検討を行い、装備技術試験を実施し
て比重量3.0g/Wの達成に目処をつ
けた。また、電源制御ロジックの設
計、電源制御装置の製作を実施し
た。
再生型燃料電池については試作試
験用モデル相当のシステムを構築し
て成立性、制御性等の評価試験を
実施し、230Wh/kg相当（15kW換算）
のエネルギ密度の達成、傾斜揺動
試験を一部実施した。1kW一体型
RFCモデルにより50サイクル試験を
実施した。

4.1.6
熱制御及び浮力
制御技術の確立

　昼夜にわたる太陽及び地表からの
飛行船へのふく射、電源等からの内
部発熱等に対し、船体表面・内部及
び浮揚ガス（ヘリウム）の温度環境を
維持できるよう排熱等の熱制御技術
を開発する。また、打上げ・回収時に
浮揚ガスの膨張・圧縮を伴うため、
空気の吸排気を含む信頼性の高い
浮力制御技術を確立。

△
40m級の無動力飛行船を成層圏に
到達させる成層圏滞空飛行試験とし
て具体化。

□

上昇高度：　15km以上
ペイロード：　30kg以上
材料・構造設計技術の確認
温室効果大気の採取

変更なし
ミッション側との調整により、ペイ
ロード重量を40kgに設定

成層圏滞空飛行試験において高度
16.4kmまでの到達、滞空を達成し、
成層圏に到達するための材料・構造
技術、熱浮力技術を実証した。

4.1.7
大規模膜構造物
の飛行制御技術
の確立

　大規模膜構造物である飛行船の
運用では、打上げ（地上からの放
船、上昇飛行等）成層圏滞空、回収
（帰還飛行）等について、風予測手
段や飛行・運用シミュレーションを駆
使した高度な追跡管制技術による信
頼性の高い飛行制御技術を確立。

△
60m級の動力付き飛行船を用い、高
度4kmで繰り返し飛行試験を行う定
点滞空飛行試験として具体化。

□

上昇高度：　4km以上
ペイロード：　250kg以上
耐風能力：　15m/s以上
制御系設計技術・
追跡管制運用技術の確認
地球観測、通信・放送試験の実施

変更なし

ミッション側とのインターフェイス調整
により、ミッション側が独自電源を持
つことを理由にペイロードを400kgに
設定

基本設計段階で主電源をターボシャ
フトエンジン駆動AC発電機に変更
（詳細上記）

定点滞空飛行試験において、8回の
フライトを実施し、また高度4kmで所
定の領域内に収める自律制御での
定点滞空を実施し、飛行誘導制御、
運用技術等を実証した。また予定の
地球観測、通信放送ミッションを実施
した。

4.1.9
飛行船製造・組
立及び整備・検
査技術の確立

　大規模な飛行船の製造・組立及び
浮揚ガスの供給等に必要な地上設
備を含めた技術を確立し、併せてガ
ス漏洩検知、浮揚ガスのコンタミネ
－ション防止、超軽量構造及び薄膜
材の補修、故障診断等に必要な地
上支援技術を確立。

□

両飛行試験に必要な実験場・地上
支援設備等の整備を行い、試験機
の最終組立、整備、運用等に供す
る。

□
上記仕様の飛行試験機に必要な実
験場・地上支援設備等の整備。

変更なし

成層圏、定点両飛行試験において
実験に支障なく地上運用を行い、大
型膜構造物の地上整備、運用、必
要な地上支援設備・機材等に関する
知見を得た。

（①から⑤のどれに対して実施でき
たもの、実施できなかったものを明
確に記載。）

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

5.1.3
システム運用技術の研究開発
　平成１１年度より、飛行船システム
の設計・運用デ－タを取得するた
め、姿勢・推進制御、構造・熱特性、
飛行制御等の試験により運用技術
の研究開発を行う。

5.1.2
要素技術の研究開発
　平成１１年度より、実用飛行船シス
テムを目指した革新的な要素技術で
ある膜材料及び膜構造、プロペラ推
進船体の空力・推進、電源、熱制
御、飛行制御等の研究開発を行う。

　
4.
1
飛
行
船
シ
ス
テ
ム

研究開発課題
記
号

記
号

記
号

記
号

飛行
船本
体

評価の観点 分野別の研究開発スケジュールの設定及び変更が的確であったか

①

平成１５年７月第７回開発協議会
（技術実証機検討ﾁｰﾑ検討結果）

【内容・理由】
その他の変更【内容・理由】

平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト
採択における変更【内容・理由】

平成１２年４月第４回開発協議会
（要素技術毎の達成目標）

【内容・設定理由】

3



成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の当初計画・変更・目標設定・実施の状況

実　　施　　結　　果

② ③ ④ ⑤ ⑥
研究開発スケジュール

（①から⑤のどれに対して実施でき
たもの、実施できなかったものを明
確に記載。）

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題
記
号

記
号

記
号

記
号

評価の観点 分野別の研究開発スケジュールの設定及び変更が的確であったか

①

平成１５年７月第７回開発協議会
（技術実証機検討ﾁｰﾑ検討結果）

【内容・理由】
その他の変更【内容・理由】

平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト
採択における変更【内容・理由】

平成１２年４月第４回開発協議会
（要素技術毎の達成目標）

【内容・設定理由】

5.4.1. 技術実証機の開発
 平成１１年度より、技術実証機の計
画・検討を行い、併せて地上支援シ
ステムの整備を行うため、実験場等
の調査・検討を行う。

□ 引き続き技術的な検討を行う。 ●
平成15年度設計開始、平成17年度
飛行試験開始を目標に仕様も含め
た検討を実施する。

□

前年度開発協議会の決定（右記）を
受けて平成17年度実施計画を白紙
に戻し、一年間検討した結果複数の
開発計画案を立案。
ミレニアムプロジェクトの事後評価の
後、技術実証機の開発着手に先立
ち、第三者機関による事前評価が不
可欠とされた。

□

（平成14年4月）
電源系に関する周辺技術動向の変
動等の事情を鑑み、技術実証計画
について事後一年間再検討を行うこ
とを決定

150m級の技術実証機を目標として
システム検討を実施。成立性のある
システム構成案、開発計画を立案
し、定点滞空性、構造成立性などの
検討を実施

4.1.8
風観測・予測技
術の開発

　飛行船の打上げ・回収の運用判断
や運用計画立案に使用する気象情
報を提供するシステムとして、レー
ダー、ゾンデ等の風観測機器と高度
２０ｋｍまでの局地用予測モデルを
統合した風観測・予測システムを開
発。

変更なし □

目標の変更なし

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

【開発着手の判断基準】飛行船の運
用に必要な情報とその形態を検討
し、運用計画の立案、及び実運用に
必要なシステムの基本仕様が明確
になっていること。

【技術実証時に必要な目標】実時間
観測データと局地用風予測モデルの
出力データを入力、処理し、飛行船
の運用に必要な情報（危険領域、警
戒領域の計算処理、警戒報の発
生、追跡管制上の判断に必要な表
示、等）のタイムリーな提供を可能に
するシステムが実現していること。

技術実証機については、成層圏滞
空飛行試験及び定点滞空飛行試験
による設計経験、取得データ等を迅
速に実証機開発に反映することと
し、平成１５年度から実証試験開始
予定が、平成１5年度から基本設計
着手、平成１７年度から実証試験開
始ヘと変更された。

□

目標の変更無し

ミレニアムプロジェクトの事後評価の
後、技術実証機の開発着手に先立
ち、第三者機関による事前評価が不
可欠とされた。

【ミレニアムプロジェクト】風観測・予
測技術（高度２５ｋｍ、格子間隔５ｋ
ｍ、４０時間先まで予測可能）

【実用化】離着陸場近傍の精度の高
い地上風予測技術

【技術実証機】両者（ミレニアムプロ
ジェクト／実用化）の間

定点滞空飛行試験において、①～
④を実証した。

レーダー、ゾンデ等の風観測機器と
高度２０ｋｍまでの局地用予測モデ
ルを統合した風観測・予測システム
を開発。（①②）
実時間観測データと局地用風予測
モデルの出力データを入力、処理
し、飛行船の運用に必要な情報のタ
イムリーな提供を実現。（③）
高度２５ｋｍ、格子間隔５ｋｍ、４０時
間先まで予測可能。離着陸場近傍
の地上風予測技術にカルマンフィル
タを適用し、高い精度を実現。（④）

4.1.10
追跡管制技術の
確立

　飛行船が一定の飛行空域内での
運用が可能なことを確認するため、
風予測結果を取り入れ、プラット
フォームの飛行経路等を推定する飛
行・運用シミュレーション技術を確立
する。また、長期にわたって飛行船
の位置及び姿勢を検出する航法シ
ステムを開発。

変更なし

5.4.2
実証機用追跡管制システムの開発
 平成１４年度までに予定されている
飛行運用データの取得試験及び平
成１５年度に予定されている技術実
証機による飛行実証試験に必要な
追跡管制システムの整備を平成１２
年度より行う。

□

ミレニアムプロジェクトにおける成層
圏滞空飛行試験は平成１４・１５年
度、定点滞空飛行試験は平成１５・１
６年度とされた。
【理由】構造様式の設定及び浮力制
御システムの開発に係る技術課題を
解決するため。
（技術実証機はミレニアムプロジェク
トの範囲外であり、変更なし）

追跡
管制

5.1.4
追跡管制技術の研究開発
　平成１１年度より、風観測・予測シ
ステム、飛行・運用シミュレーション
及び航法システムを含む追跡管制
システムの研究開発を行う。

□

目標の変更無し

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

【開発着手の判断基準】飛行船の運
用概念（ＮＡＬ担当）に沿って、打上
げから定点滞空、回収までの一連の
シーケンスに対し、正常時および異
常時の種々のケースに対する運用
方法の検討が行われ、そのベースラ
インが明確になっていること。

【技術実証時に必要な目標】種々の
ケースに対する運用方法を決定し、
対応する運用手順書の作成が終了
していること。
運用準備（訓練、等）が終了している
こと。

技術実証機については、成層圏滞
空飛行試験及び定点滞空飛行試験
による設計経験、取得データ等を迅
速に実証機開発に反映することと
し、平成１５年度から基本設計着手、
平成１７年度から実証試験開始と変
更された。

□

目標変更は無し

ミレニアムプロジェクトの事後評価の
後、技術実証機の開発着手に先立
ち、第三者機関による事前評価が不
可欠とされた。

（「制御／追跡管制／運用」としての
記述であり、飛行船本体側担当分を
含む）

【ミレニアムプロジェクト】定点に留ま
る制御技術の確立（高度４ｋｍま
で）、遠隔操縦技術の確立、回収・地
上ハンドリング技術の蓄積（６０ｍ級
まで）、上昇・降下運用の確認、対流
圏界面通過時のデータ取得

【実用化】成層圏での定点滞空技術
の実証、大型飛行船の上昇・降下・
対流圏界面通過運用の確立、大型
飛行船の回収・地上ハンドリング技
術の確立

【技術実証機】両者（ミレニアムプロ
ジェクト／実用化）の間

定点滞空飛行試験において、①～
④を実証した。

風予測結果を取り入れ、飛行経路等
を推定する飛行・運用シミュレーショ
ン技術を確立。（①②）
長時間飛行時のジャイロドリフトを補
正できるＧＰＳ複合航法システムを適
用。（①②）
打上げから定点滞空、回収までの正
常時および異常時の種々のケース
対する運用方法の決定、運用手順
書の作成、運用準備（訓練等）に飛
行・運用シミュレータが貢献。（③）
高度４ｋｍでの定点滞空、遠隔操
縦、上昇・降下運用において、ITACS
による統合運用の有効性を実証。
（④）
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の当初計画・変更・目標設定・実施の状況

実　　施　　結　　果

② ③ ④ ⑤ ⑥
研究開発スケジュール

（①から⑤のどれに対して実施でき
たもの、実施できなかったものを明
確に記載。）

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題
記
号

記
号

記
号

記
号

評価の観点 分野別の研究開発スケジュールの設定及び変更が的確であったか

①

平成１５年７月第７回開発協議会
（技術実証機検討ﾁｰﾑ検討結果）

【内容・理由】
その他の変更【内容・理由】

平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト
採択における変更【内容・理由】

平成１２年４月第４回開発協議会
（要素技術毎の達成目標）

【内容・設定理由】

5.2.1
全体通信システムの研究開発
　平成１０年度に、固定通信、移動通
信及び放送の３分野における実用シ
ステムの開発に向けた概念設計及
び実証機開発に向けた全体通信シ
ステムの基礎設計を行う。

研究計画に変更無し □

当初計画通り実験用搭載機器の開
発を推進し、平成14年度にミッション
機能確認のための事前飛行試験を
実施する事とした。また、可能な限り
早期に飛行船による成層圏での滞
空機能の確認を行い、早期にシステ
ム全体の技術実証を行うことが望ま
しいとして、以降代替機体による飛
行実験の検討を開始した。

なお、総重量が250kg以下、総電力
が2.5kw以下の通信・放送ミッション
機器を搭載する飛行船実験システム
につき、飛行船との機械的、電気的
および熱的なインターフェースを含む
実験システムの構築を実施する。

□

搭載可能重量50kg、100kg、250kgの
３ケースにつき通信・放送ミッション
提案をしたが、実証機開発はミレニ
アムプロジェクト事後評価終了後開
発着手する場合にはあらためて事前
評価が必要とされた。実証機による
通信・放送ミッション提案内容は「成
層圏プラットフォーム技術実証機に
ついて（平成１５年４月２５日）」を参
照。

新たな技術実証機計画がオーソライ
ズされなかったため、この時点での
通信・放送ミッションに関する研究開
発計画の変更は無し。

技術実証時に必要な主要技術開発
事項として、以下の各技術開発要素
とすることを確認した。

・飛行船とのインターフェースと環境
条件（電気的、機械的、熱的インター
フェース、温度・湿度・気圧・振動等）
・高速無線アクセス実験システム
・移動体通信実験システム
・デジタル放送実験システム

△

平成14年度中に成層圏プラット
フォームプロジェクトの飛行船による
通信・放送実験が出来ない事となっ
たため、代替機体による事前飛行試
験を計画した。

　①の目標に対して、成層圏無線通
信システム構想を提起、固定通信・
移動体通信・放送各分野につき実施
した概念設計に基づき、各種アプリ
ケーション案を策定した。
　この結果を踏まえて、それぞれの
代表的なアプリケーションにつき、
③、④及び⑤により具体的な実験ｼｽ
ﾃﾑや事前飛行試験計画を策定し、
国内外において事前飛行試験、定
点滞空飛行試験を実施し、目標を達
成した。

4.2.1
搭載用マルチ
ビームアンテナ
技術の確立

　広帯域伝送を可能な機械駆動型マ
ルチビームホーンアンテナ技術の確
立及びディジタル信号処理技術を利
用することで、アンテナの機械駆動
なしに捕捉、追尾、干渉除去等、高
度なビーム形成並びに周波数有効
利用技術の導入を可能とするディジ
タルビームフォーミングアンテナ技術
の確立。

研究計画に変更無し □

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

搭載用マルチビームホーンアンテナ
アンテナ１素子系統の試作終了と搭
載環境下を模擬した地上実験にお
ける性能確認

搭載用マルチビームホーン機械駆
動制御装置
想定される機体動揺に対してアジマ
ス・ロール・ピッチ各方向の制御を行
う制御装置の設計完了

搭載用DBFアンテナ
16素子アレーアンテナ・無線周波数
回路の試作終了と以下の性能確認

搭載用DBFアンテナビーム形成装置
ビーム形成アンテナの試作終了と複
数の受信固定ビームと希望方向へ
のビーム形成機能の確認

　①の目標に対して、③により要素
技術毎の達成目標を具体化し、事前
飛行試験において実証した。

　以下の搭載用マルチビームアンテ
ナの開発を完了し、ヘリコプタを利用
した事前飛行試験により高度3kmの
条件下でのビーム形成ならびにビー
ム制御技術を確立。また、高度20km
での運用を想定した地上での成層
圏環境動作評価試験を行い、熱管
理の基本技術を確立した。

搭載用マルチビームホーン本体
送受信とも帯域300MHzを達成。

搭載用マルチビームホーン機械駆
動制御装置
角度制御精度±0.5度以内を達成。

搭載用DBFアンテナ本体
16素子のDBFアンテナを試作し、信
号処理部を含む全体での帯域4MHz
を達成。

搭載用DBFアンテナビーム形成装置
9本の受信固定ビームと2本の送受
信走査ビーム形成を達成。

4.2.2
交換中継技術の
確立

　様々な伝送速度をもつマルチメディ
アデータをオンボードで再生し、ネッ
トワーク上の最適なルートにルーティ
ングする搭載用交換中継技術の確
立。

研究計画に変更無し □

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

搭載用中継装置
種々の帯域をもつ複数の信号に対
応する搭載用交換機の設計完了お
よびマルチビームアンテナとのイン
ターフェースの検討、設計完了

IMT2000システムによる中継システ
ム
静止で384kbps、移動で64kbps程度
のデータ伝送速度の実現。

①の目標に対して、③により要素技
術毎の達成目標を具体化し、事前飛
行試験および定点滞空飛行試験に
おいて実証した。
搭載用中継装置
搭載用交換中継装置の開発を完了
し、ヘリコプタを利用した事前飛行試
験により高度3kmかつ２ユーザでの
条件下でのマルチビームアンテナと
組み合わせた最大56Mbpsの交換中
継の基本技術を確立。
IMT2000システムによる中継システ
ム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験で2GHz帯の
IMT-2000信号（384kbpsおよび
64kbps、伝播距離22km程度）の中
継試験に成功し、高度20kmでの中
継機器運用に関する基本技術を確
立。

デジタルTV実験システム
地上デジタルと同一方式、かつ搭載
用のための軽量化、高効率化、小容
量化。無指向性で広サービスエリア
アンテナの設計解析手法の確立。

デジタルTV実験システム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験でUHF帯のデ
ジタル放送中継試験（地上デジタル
放送と同一方式）に成功し、高度
20kmでの中継機器運用に関する基
本技術を確立。また、無指向性で広
サービスエリアアンテナの開発を完
了し、定点滞空試験機を利用した実
験で仰角約10度で、市販TV受信機
を用いたデジタル放送受信を行い、
広サービスエリアアンテナの基本技
術を確立。

4.2
通信・放
送ミッショ
ン

5.2.2
搭載機器の研究開発
　平成１１年度より、周波数の有効利
用及び地上端末の小型化を可能に
する搭載用マルチビームアンテナ、
マルチメディアデータの最適なルー
ティングを行う交換中継器及び成層
圏プラットフォーム間を互いに追尾し
ながら高速な回線で結ぶ光通信機
器の研究開発を行う。
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の当初計画・変更・目標設定・実施の状況

実　　施　　結　　果

② ③ ④ ⑤ ⑥
研究開発スケジュール

（①から⑤のどれに対して実施でき
たもの、実施できなかったものを明
確に記載。）

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題
記
号

記
号

記
号

記
号

評価の観点 分野別の研究開発スケジュールの設定及び変更が的確であったか

①

平成１５年７月第７回開発協議会
（技術実証機検討ﾁｰﾑ検討結果）

【内容・理由】
その他の変更【内容・理由】

平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト
採択における変更【内容・理由】

平成１２年４月第４回開発協議会
（要素技術毎の達成目標）

【内容・設定理由】

4.2.3
成層圏プラット
フォーム間光通
信技術の確立

　数十km先の成層圏プラットフォー
ムを高精度に捕捉し、かつ追尾する
光アンテナ及び周辺機器の開発及
び複数のプラットフォームによるメッ
シュ状の高速ネットワークを構築す
るための光通信技術の確立。

研究計画に変更無し □

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

旧通信総合研究所にて開発の光衛
星間通信技術を応用し、プラット
フォームの姿勢変動に対処すること
も含めてこれを確立する。

①の目標に対して、③により要素技
術毎の達成目標を具体化し、定点滞
空飛行試験において実証した。

定点滞空試験において、高度4kmの
飛行船と地上との間の光アンテナ同
士の捕捉追尾の成功により、光リン
クの基本技術を確立した。

4.2.4
地上端局技術の
確立

　サービスの種類ごとに小型で高速
な伝送が可能な地上端局技術の確
立。

5.2.3
端局機器の研究開発
　平成１１年度より、一般ユーザ向け
及び特定ユーザ向けの地上送受信
端局機器の研究開発を行う。

研究計画に変更無し □

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

搭載用マルチビームホーンアンテ
ナ、搭載用ＤＢＦアンテナ、搭載用中
継装置（IMT2000およびデジタルTV）
に対向するための地上局装置を開
発

①の目標に対して、③により要素技
術毎の達成目標を具体化し、事前飛
行試験および定点滞空飛行試験に
おいて実証した。

ヘリコプタ、小型ジェット、ソーラープ
レーン（パスファインダープラス）を利
用した事前飛行試験により、携帯電
話による直接接続技術（64～
384kbpsの動画とデータ）、デジタル
放送の直接受信技術（20Mbpsの
HDTV信号）を確立。また定点滞空
試験において、市販受信機と簡易ア
ンテナによるデジタル放送受信技術
を確立した。

4.2.5
無線アクセスプ
ロトコル技術の
確立

　周波数を有効利用しながら多くの
利用者を収容し、様々な帯域をもつ
マルチメディアデータを扱うことが可
能な成層圏プラットフォームによる無
線中継に適したパケット交換方式及
びアクセスプロトコル技術の確立。

5.2.4
無線アクセス制御技術の研究開発
　平成１１年度より、周波数を有効利
用すると同時に、様々な帯域をもつ
多くの利用者を収容するため、成層
圏プラットフォームを利用した無線中
継に適したパケット交換方式及びア
クセスプロトコルの研究開発を行う。

研究計画に変更無し □

要素技術毎の達成目標が、より具体
化された。

高速無線アクセス実験システム
広域にわたる10～40Mbps程度の
データ伝送速度の実現

IMT2000システムによる実験システ
ム
静止で384kbps、移動で64kbps程度
のデータ伝送速度の実現。

　①の目標に対して、③により要素
技術毎の達成目標を具体化し、事前
飛行試験において実証した。

高速無線アクセス実験システム
ヘリコプタを利用した事前飛行試験
により、IPパケット交換による最大
56Mbpsでのマルチメディアデータ通
信（データ、動画、音声）を実施し、ア
クセスプロトコルの基本技術を確立
した。
IMT2000システムによる実験システ
ム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験で、高度
20km（長距離・長遅延）でのWCDMA
プロトコル運用の基本技術を確立し
た。

5.2.5
アプリケーションの研究開発
　平成１２年度より、高速通信が可能
な成層圏プラットフォ－ムの長所を
活かした通信・放送アプリケーション
を研究開発し、実用化へのステップ
とする。

研究計画に変更無し 研究計画に変更無し

　①の目標に対して、事前飛行試験
および定点滞空飛行試験において
実証した。

　高速無線アクセスシステム、
IMT2000、デジタル放送、無線局位
置推定などのアプリケーションにつ
き、成層圏プラットフォームからの中
継通信の実証などに成功した。

5.4.3
技術実証用通信・放送ミッションの開
発
  平成１５年度に予定されている技
術実証機による飛行実証試験に合
わせ、ミリ波・準ミリ波帯等の周波数
を使った通信・放送ミッションの技術
実証を行うため、平成１２年度より、
搭載機器及び端局の設計及び製作
を行う。
  　また、技術実証に先立ち、平成１
４年度までにマイクロ波帯以下の周
波数を使った通信・放送ミッションの
予備実証を行う。

研究計画に変更無し 研究計画に変更無し

　①の目標に対して、事前飛行試験
および定点滞空飛行試験において
実証した。

　4.2項に示すような種々の要素技術
開発を行い、平成１４年度には事前
飛行試験として米国ハワイ州におい
てNASAと共同でソーラープレーンを
使用したIMT2000とデジタル放送実
験に成功、同年国内においてヘリコ
プタを使用した高速無線アクセス実
験と広帯域HDTV素材伝送実験を、
ジェット機ではデジタル放送実験に
成功した。定点滞空飛行試験におい
てはデジタル放送実験・無線局位置
推定実験・光リンク機能実験を行い
所期の目標を達成する事が出来た。
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の当初計画・変更・目標設定・実施の状況

実　　施　　結　　果

② ③ ④ ⑤ ⑥
研究開発スケジュール

（①から⑤のどれに対して実施でき
たもの、実施できなかったものを明
確に記載。）

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題
記
号

記
号

記
号

記
号

評価の観点 分野別の研究開発スケジュールの設定及び変更が的確であったか

①

平成１５年７月第７回開発協議会
（技術実証機検討ﾁｰﾑ検討結果）

【内容・理由】
その他の変更【内容・理由】

平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト
採択における変更【内容・理由】

平成１２年４月第４回開発協議会
（要素技術毎の達成目標）

【内容・設定理由】

5.3.1
全体観測システムの研究開発
　種々の利用分野について実用に
向けた全体観測システムの概念検
討及び実証機開発に向けた地球観
測ミッションの概念検討を平成１０年
度に引き続き行う。なお、実用につな
がる地球観測ミッションを実証できる
目途がついた時点より、必要な搭載
機器及び地上データシステムの開発
を行う。

4.3.1
観測項目の選定
及び観測技術の
確立

　地球変動予測等に必要となる多様
な観測・監視項目の中から、成層圏
プラットフォームを用いて実施する項
目を選定し、その観測に必要なセン
サ、付属機器及び成層圏プラット
フォームの運用形態等に関する研究
開発を行う。

4.3.2
ポインティング技
術等の観測技術
の確立

　成層圏プラットフォームの姿勢変動
に対して、センサ全体又はアンテナ・
光学系のみを機械駆動制御し、地上
に対し、センサ視野を常に固定する
ための機械駆動型センサ・ポイン
ティング技術等各センサに必要な観
測技術を確立。

4.3.3
飛行船への搭載
技術の確立

　衛星搭載及び航空機搭載の観測
センサをベースとして、成層圏の高
度、環境において必要となる設計条
件を明らかにするとともに、成層圏プ
ラットフォームに搭載する上でのイン
タフェース設計、特に熱設計及び熱
制御技術を確立。

4.3.4
地上データシス
テムの構築及び
データ蓄積・検
索技術の確立

　地球観測データの地上での処理に
必要なシステムの構築、および各方
面のユーザーがデータを簡易な方法
で使えるような蓄積・検索技術を確
立。

4.3.5
利用技術

　利用機関と協力して、各種利用分
野での既存システムへの成層圏プ
ラットフォーム観測データの取り込
み、解析、利用技術を確立。

5.3.3
利用分野の検討
 平成１１年度より、地球観測と関連
する各種の利用分野の検討を行う。
5.4.4
技術実証用地球観測ミッションの開
発
  平成１５年度に予定されている技
術実証機による飛行実証試験に向
けて、平成１２年度より、解析アルゴ
リズムに資する実験用センサの設計
を行い、平成１３年度より、実証機用
センサ及び地上データシステムの設
計・開発を行う。
　　

（記載要領）
1

2 　①の成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画（平成１１年９月）は、平成１５年度の技術実証に向けて研究開発を行うことが必要な研究課題及び研究開発スケジュールを記載。
3 　②から⑥の欄の記載に当たっては、変更の内容を容易に把握できるようにするため、計画を縮小したもの（ｽﾍﾟｯｸﾀﾞｳﾝ、項目の削除等）は●を、新たに研究課題を追加したものは△を、その他計画を修正したもの(●、△以外）は□の記号を記載すること。
4 　②の「平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト採択における変更内容」欄については、ミレニアムプロジェクトとして採択され、プロジェクトに入っているものは該当するセルを黄色で塗りつぶすとともに、さらに、変更を行ったものについては、その内容を具体的に記載すること。なお、①の区分と異なる事項
5 　③の「平成１２年４月第４回開発協議会」の欄については、要素技術毎の達成目標及び変更した内容について詳細に記載すること。
6 　④の「平成１５年７月第７回開発協議会」の欄については、技術実証機検討チームの検討結果を踏まえて、変更した内容を記載すること。
7 　⑤の「その他の変更内容」の欄については、②から④以外で計画の変更を行ったものを記載することとし、変更年月日、変更内容を記載すること。　なお、新た項目を追加した場合は、別欄に記載すること。
8 　⑥の「変更理由」の欄については、記号欄に②から⑤までの番号を記載し、その理由を記載すること。なお、変更が複数ある場合は、それ毎に記載すること。
9 　⑦の「実施結果」の欄は、①から⑤のどれに対して実施したもの、実施できなかったものを明確に記載すること。

10 　⑧の「計画と実施結果との合致度」の欄については、各ＷＧの評価者に記載を依頼すること。

□

【JAMSTEC】
①②③を受けて、大気観測システ
ムについては、国内の有識者で
構成される「大気観測検討WG」に
おいて、CO2を主とした採取・測定
システムの開発を行うこととなり、
以下の項目を実施した。しかしな
がら、成層圏滞空試験機に大気
観測システムを搭載した打上試
験においては、測定を開始するこ
とが出来なかった。
・CO2の成層圏における連続測定
と、大気採取が可能な装置を開
発し、成層圏環境で測定が可能
なことを確認した。
・地上から成層圏環境のいずれで
も動作可能な熱設計を行い、擬似
環境で確認を行った。また、飛行
船とのインターフェースは簡素化
が必要なことからRs-232Cとし
た。
・採取した大気の分析は、国立環
境研究所との協力（共同研究）に
より実施した。

【JAXA】
3種類の光学センサを搭載したセ
ンサシステムの研究開発、定点
滞空飛行試験における観測実験
により、①②③で設定された研究
開発項目を実施した。

ミレニアムプロジェクトとして「2003
年度までに、二酸化炭素等の温
室効果気体の直接観測を可能と
する成層圏滞空飛行船（成層圏
プラットフォーム）による観測を実
施する」ことが掲げられた。これを
受けて、温室効果ガスの直接観
測システムを開発することとなり、
大気観測システム開発は、成層
圏(15,000m)まで無動力で飛行す
る、成層圏滞空試験機に搭載す
ることを前提として、観測対象を
絞り込み、その対象を観測するセ
ンサの研究開発を行うこととなっ
た。
また、地球観測センサシステム
は、高度4kmの定点滞空試験機
に搭載する観測センサの研究開
発を、ミレニアムプロジェクト外の
位置づけで実施することとなっ
た。

【開発項目の分担】
大気観測システム： JAMSTEC
地球観測センサシステム： JAXA

地球観測ミッションについては、
平成１３年４月第５回開発協議会
で設定

平成12年度地球科学技術フォー
ラムの「成層圏プラットフォーム委
員会」の決定を踏まえ、地球観測
センサシステムの観測項目が設
定された。
　　・大気観測及び植生観測
　　・地表面温度分布観測
　　・交通観測
ミレニアムプロジェクトの一部であ
る大気観測システムについては、
「大気観測検討WG」において観測
対象をCO2に絞り込み、CO2の直
接観測ならびに大気を採取する
事が可能なセンサ開発となった。
定点滞空試験機搭載用の地球観
測センサシステムについては、
「広画角ﾏﾙﾁﾊﾞﾝﾄﾞｾﾝｻ(可視・近
赤外)」「広画角ﾏﾙﾁﾊﾞﾝﾄﾞｾﾝｻ(熱
赤外)」「高分解能センサ」の３種
類の光学センサを研究開発し、成
層圏プラットフォームにおける観
測のフィジビリティ確認、成層圏プ
ラットフォーム及び衛星からの地
球観測に必要な光学センサ技術
の蓄積を行うことを研究目標とし
た。

□

　成層圏プラットフォーム研究開発については、平成１０年度のフィジビリティスタディを経て、平成１１年９月に「成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画」を策定したものであるが、ミレニアムプロジェクトへの採択、要素技術毎の達成目標の策定、技術実証機の検討等により、当初の研究開発計画が随時変更さ
れているため、研究開発計画の変遷、これに伴う実施結果について取りまとめること。

5.3.2
搭載機器及び地上システムの検討
　平成１１年度より、技術実証機へ搭
載するセンサの選定、航空機及び人
工衛星の仕様からの改造に関する
検討、飛行船への搭載技術並びに
飛行船本体側の行うインテグレー
ション作業を支援する。また、ポイン
ティング技術、熱制御技術及び観測
技術の検討を行うとともに、地上シス
テムの概念検討及び搭載センサか
らのデータを取得できる前段階で必
要となる解析アルゴリズムに資する
実験用センサの検討を行う。

4.3
地球環境
観測

7



成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の実施体制に係る各研究機関の取り組み

研究開発課題の困難度等を勘案し
資金計画及び実施体制に反映した
か

本研究開発課題に適した人材を確
保したか

研究開発の技術的検討が十分で
あったか

研究開発の過程において予定した
技術的結果が得られなかった場合
に原因究明を行い適切に対処した
か

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

研究開発スケジュール

4.1.1
全体システムの
最適設計

　大規模な飛行船の製作、組立並び
に整備・検査技術の確立及び打上
げ、定点滞空、回収時・緊急時（非
常時）対応並びに追跡管制技術を含
む運用技術の確立を可能とする全
体システムの最適設計。

5.1.1
全体システム技術の研究開発
　平成１１年度より、全体システムの最適設計を行う。

ミレニアムプロジェクトから更に大型
化した飛行船の構造成立性、定点
滞空性、海上回収法等についてシス
テム研究の範疇で検討を行った。

特記事項なし 特記事項なし

4.1.2
大規模膜構造技
術の確立及び超
軽量膜材料の研
究開発

　新たな高分子材料・繊維の組合せ
による超軽量・高強度かつ高耐環境
の膜材を利用したフェ－ル・セイフな
構造技術を確立する。また、電源、
ミッション機器、推進機、尾翼等の重
量物を薄膜構造の船体に搭載する
ための軽量な構造材料を研究開
発。

膜材の接着法の改善によりクリティ
カルポイントとなる接合強度の向上
を図った。また開口部からの応力集
中による亀裂伸展を回避するための
補強方法などを検討し、試験機に適
用した。

特記事項なし 特記事項なし

4.1.3
低抵抗の空力形
状の選定及び空
力設計技術の確
立

　数値流体力学（ＣＦＤ）による解析と
風洞模型試験を併用し、船体周辺に
発達する空気の境界層が層流から
乱流への遷移を可能な限り遅らせ、
剥離の発生を防ぐ船体形状を選定
し、併せて、尾翼・推進系等の構成
及び配置を最適にして飛行船に働く
空気抵抗を最小にする設計技術を
確立。

船体周辺の流れ場の解析、それに
基づく空気抵抗の最小化等は実施し
ていないが、定点滞空試験機の設
計・試験を通じて飛行船の空力性能
の推算等の技術を実証した。

特記事項なし 特記事項なし

4.1.4
低密度で運用さ
れる高効率推進
技術の開発

　地上に比べて空気が極めて希薄な
成層圏において運用可能な高効率
の推進系を実現するため、プロペラ
やモータ等の船体制御を可能にする
推進機構、プロペラの船外配置方式
等の必要な技術を確立。

成層圏に限定して効率の良いプロペ
ラの設計を行いCFD、水槽試験など
を行った。

特記事項なし 特記事項なし

4.1.5
太陽電池及び再
生型燃料電池か
らなるクリーンな
電力供給技術の
確立

　飛行船が必要とする昼間電力は、
全て太陽電池から供給されるため、
太陽電池セルの高効率化及び軽量
化を行い、紫外線等に対する耐環境
性を高めるとともに、信頼性及び整
備性の高い発電モジュ－ル構造を
研究開発。
　また、夜間電力は、再生型燃料電
池から供給されるため、太陽電池と
同様に、高効率化及び軽量化の技
術を確立。
　さらに、季節によって変化する太陽
高度及び日照・日陰サイクルに適応
可能な電力供給・管理技術を確立。

一体化、軽量化、耐環境性能の確
認等の必要性に鑑み、平成14年度
に配算額以上の資金（センター内調
整による）を投入し、一体型モデル試
作の加速を図った。平成16年度にも
同様の施策により搭載型モデル試
作の加速を図った。

平成15年度に電源検討会を実施し、
最新の技術動向、及び今後の研究
開発方針に関する知見を確認した。

太陽電池装備技術試験において太
陽電池パネルに数箇所割れが発生
したため、メーカでの詳細検査を実
施。その結果、接着剤からのガス発
生が原因と推定。（ﾊﾟﾈﾙの曲げとは
関係ないことが判明）。

4.1.6
熱制御及び浮力
制御技術の確立

　昼夜にわたる太陽及び地表からの
飛行船へのふく射、電源等からの内
部発熱等に対し、船体表面・内部及
び浮揚ガス（ヘリウム）の温度環境を
維持できるよう排熱等の熱制御技術
を開発する。また、打上げ・回収時に
浮揚ガスの膨張・圧縮を伴うため、
空気の吸排気を含む信頼性の高い
浮力制御技術を確立。

内部ガスの高精度な熱浮力モデル
を構築し、飛行試験を通じて実証し
た。

特記事項なし

飛行試験に当たっては不具合対応
の手順を定め、発生した不具合に適
宜対処して実験の遂行に寄与した。

特に大気採取測定システムの不作
動については外部の有識者から成
る「不具合原因究明委員会」を設置
し、不具合原因の究明にあたった。

4.1.7
大規模膜構造物
の飛行制御技術
の確立

　大規模膜構造物である飛行船の
運用では、打上げ（地上からの放
船、上昇飛行等）成層圏滞空、回収
（帰還飛行）等について、風予測手
段や飛行・運用シミュレーションを駆
使した高度な追跡管制技術による信
頼性の高い飛行制御技術を確立。

耐風性能の低い飛行船を効率よく滞
空させる制御則を開発し、飛行試験
で実証した。遠隔操縦等により困難
な離着陸運用も支障なく行うことが
できた。

特記事項なし

航空法上の扱いに対応し、適宜飛行
許可の申請・取得等をおこなった。

飛行試験に当たっては不具合対応
の手順を定め、発生した不具合に適
宜対処して実験の遂行に寄与した。

4.1.9
飛行船製造・組
立及び整備・検
査技術の確立

　大規模な飛行船の製造・組立及び
浮揚ガスの供給等に必要な地上設
備を含めた技術を確立し、併せてガ
ス漏洩検知、浮揚ガスのコンタミネ
－ション防止、超軽量構造及び薄膜
材の補修、故障診断等に必要な地
上支援技術を確立。

大型飛行専用の地上設備整備、運
用等を、整備費用の投入、地方自治
体の協力、過去に飛行船の運用に
係わった人材の参入などにより安全
裏に実施することが出来た。

特記事項なし 特記事項なし

4.
1
飛
行
船
シ
ス
テ
ム

評価の観点

①

飛行船
本体

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題

予定していた技術的結果が得られな
かった場合の対処（開発協議会各部

会で報告されている内容）

特記すべき技術的事項、その困難
度及び対処（開発協議会各部会で
報告されている進捗状況・課題から

抽出）
【内容及び変更があればその理由】

※それぞれ時期を明確に

開発に携わった担当者の所属、役
職、専門分野、人数等

【内容、変更があれば内容及び理
由】

※それぞれ時期を明確に

技術的検討の内容（開発協議会各
部会で報告されている進捗状況・課
題から抽出。電源系研究会での技

術的な検討事項含）※それぞれ時期
を明確に

5.1.3
システム運用技術の研究開発
　平成１１年度より、飛行船システムの設計・運用デ－
タを取得するため、姿勢・推進制御、構造・熱特性、飛
行制御等の試験により運用技術の研究開発を行う。

5.1.2
要素技術の研究開発
　平成１１年度より、実用飛行船システムを目指した革
新的な要素技術である膜材料及び膜構造、プロペラ推
進船体の空力・推進、電源、熱制御、飛行制御等の研
究開発を行う。

JAXA内部の人事異動により旧宇宙
開発事業団からの人材も含めて、特
にプロジェクトマネージメント要員を
中心に補強をおこなった。また旧
NALの航空宇宙特別研究員制度、
現行の招聘研究員制度等を活用し、
民間から必要な知見を持つ人材を
獲得した。更に、客員研究員制度の
活用により、専門知識を有する学会
からも適宜審査会、検討会等への参
加を得た。
(詳細別紙）
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の実施体制に係る各研究機関の取り組み

研究開発課題の困難度等を勘案し
資金計画及び実施体制に反映した
か

本研究開発課題に適した人材を確
保したか

研究開発の技術的検討が十分で
あったか

研究開発の過程において予定した
技術的結果が得られなかった場合
に原因究明を行い適切に対処した
か

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

研究開発スケジュール

評価の観点

①

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題

予定していた技術的結果が得られな
かった場合の対処（開発協議会各部

会で報告されている内容）

特記すべき技術的事項、その困難
度及び対処（開発協議会各部会で
報告されている進捗状況・課題から

抽出）
【内容及び変更があればその理由】

※それぞれ時期を明確に

開発に携わった担当者の所属、役
職、専門分野、人数等

【内容、変更があれば内容及び理
由】

※それぞれ時期を明確に

技術的検討の内容（開発協議会各
部会で報告されている進捗状況・課
題から抽出。電源系研究会での技

術的な検討事項含）※それぞれ時期
を明確に

5.4.1. 技術実証機の開発
 平成１１年度より、技術実証機の計画・検討を行い、併
せて地上支援システムの整備を行うため、実験場等の
調査・検討を行う。

ミッション側との調整を適宜行うこと
により、技術的成立性だけでなく、
ミッション側にとっても意味のある技
術実証機仕様を検討した。

仕様のバリエーションも含めた技術
実証機の検討を行うと共に、平成13
年度よりミッション側も交えた検討会
を行って技術的に可能で、かつミッ
ション側にとっても意味のある技術
実証機仕様の検討を行った。平成14
年度にはほぼ同様のメンバーからな
る技術実証機検討チームにより検討
を継続し、技術仕様、開発計画、可
能性のあるミッション試験、開発体制
等に関する案をまとめた。

ミッション側からの早期化の要望に
対応し、仕様等も含めた見直しを実
施した。また平成14年度開発協議会
で定まった方針に基づき、その時点
での最新の技術動向の調査結果等
も踏まえた技術仕様、開発計画、可
能性のあるミッション試験、開発体制
等に関する検討を行った。

4.1.8
風観測・予測技
術の開発

　飛行船の打上げ・回収の運用判断
や運用計画立案に使用する気象情
報を提供するシステムとして、レー
ダー、ゾンデ等の風観測機器と高度
２０ｋｍまでの局地用予測モデルを
統合した風観測・予測システムを開
発。

三鷹SPFリサーチセンターに、気象
予報士資格を有する気象の専門家
２名を集め、研究開発を実施。

特記事項なし

4.1.10
追跡管制技術の
確立

　飛行船が一定の飛行空域内での
運用が可能なことを確認するため、
風予測結果を取り入れ、プラット
フォームの飛行経路等を推定する飛
行・運用シミュレーション技術を確立
する。また、長期にわたって飛行船
の位置及び姿勢を検出する航法シ
ステムを開発。

5.4.2
実証機用追跡管制システムの開発
 平成１４年度までに予定されている飛行運用データの
取得試験及び平成１５年度に予定されている技術実証
機による飛行実証試験に必要な追跡管制システムの
整備を平成１２年度より行う。

5.2.1
全体通信システムの研究開発
　平成１０年度に、固定通信、移動通信及び放送の３
分野における実用システムの開発に向けた概念設計
及び実証機開発に向けた全体通信システムの基礎設
計を行う。

4.2.1
搭載用マルチ
ビームアンテナ
技術の確立

　広帯域伝送を可能な機械駆動型
マルチビームホーンアンテナ技術の
確立及びディジタル信号処理技術を
利用することで、アンテナの機械駆
動なしに捕捉、追尾、干渉除去等、
高度なビーム形成並びに周波数有
効利用技術の導入を可能とするディ
ジタルビームフォーミングアンテナ技
術の確立。

4.2.2
交換中継技術の
確立

　様々な伝送速度をもつマルチメ
ディアデータをオンボードで再生し、
ネットワーク上の最適なルートに
ルーティングする搭載用交換中継技
術の確立。

平成１０年度の概念検討の結果とし
て、風観測・予測技術及び飛行・運
用シミュレーション技術の開発の必
要性が示され、その後の研究開発
の方向性が明確となった。

平成１１年度に、各技術課題につい
て具体的な検討を実施し、当時の既
存技術のレベルを確認するととも
に、システム要求、システム構成等
の検討を行って、風観測・予測の基
本予測モデル及び飛行・運用シミュ
レータの経路予測モデルの試作を実
施した。
これらの結果を受けて、追跡管制シ
ステム基本設計作業のベースライン
を設定し、局地気象予測モデル及び
飛行経路予測シミュレーションプログ
ラムの試作に着手する準備を整え
た。

研究開発の早い時期に充分な技術
的検討を行って技術課題を洗い出
し、試作試験等を実施したことによ
り、明確な方向性の下で研究開発を
進めることができた。

定点滞空飛行試験において、不具
合の発生があったが、速やかに原因
究明と処置対策を完了している。

【不具合の事象、原因及び処置対
策】
平成16年10月18日に実施を計画し
た中高度到達試験において、離陸
直前にTTRACに含まれる搭載機器
（複合航法装置）が出力する方位角
のデータに異常が認められたため、
離陸を中止した。
調査の結果、原因は複合航法装置
の故障ではなく、GPS受信環境の良
くない格納庫内でにおいてGPS複合
航法計算を実施したことに起因する
異常値であり、特定のGPS衛星配置
において発生することが判明したた
め、格納庫内ではGPS複合航法計
算を実施しないような措置を講じた
上で、離陸前のデータチェックを強化
して、対策を完了している。

5.2.2
搭載機器の研究開発
　平成１１年度より、周波数の有効利用及び地上端末
の小型化を可能にする搭載用マルチビームアンテナ、
マルチメディアデータの最適なルーティングを行う交換
中継器及び成層圏プラットフォーム間を互いに追尾し
ながら高速な回線で結ぶ光通信機器の研究開発を行
う。

追跡管
制

5.1.4
追跡管制技術の研究開発
　平成１１年度より、風観測・予測システム、飛行・運用
シミュレーション及び航法システムを含む追跡管制シス
テムの研究開発を行う。

予算の有効利用に配慮しつつ、適切
な配算を実施した。所要の研究開発
実施体制を確保した。

プロジェクトリーダ以下、飛行制御の
専門家３名、人工衛星の追跡管制
及びロケットの打上管制の専門家各
１名を三鷹SPFリサーチセンターに
集め、航法システムについては、ＪＡ
ＸＡの専門家を特別研究員として、研
究開発を実施。
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の実施体制に係る各研究機関の取り組み

研究開発課題の困難度等を勘案し
資金計画及び実施体制に反映した
か

本研究開発課題に適した人材を確
保したか

研究開発の技術的検討が十分で
あったか

研究開発の過程において予定した
技術的結果が得られなかった場合
に原因究明を行い適切に対処した
か

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

研究開発スケジュール

評価の観点

①

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題

予定していた技術的結果が得られな
かった場合の対処（開発協議会各部

会で報告されている内容）

特記すべき技術的事項、その困難
度及び対処（開発協議会各部会で
報告されている進捗状況・課題から

抽出）
【内容及び変更があればその理由】

※それぞれ時期を明確に

開発に携わった担当者の所属、役
職、専門分野、人数等

【内容、変更があれば内容及び理
由】

※それぞれ時期を明確に

技術的検討の内容（開発協議会各
部会で報告されている進捗状況・課
題から抽出。電源系研究会での技

術的な検討事項含）※それぞれ時期
を明確に

4.2.3
成層圏プラット
フォーム間光通
信技術の確立

　数十km先の成層圏プラットフォー
ムを高精度に捕捉し、かつ追尾する
光アンテナ及び周辺機器の開発及
び複数のプラットフォームによるメッ
シュ状の高速ネットワークを構築す
るための光通信技術の確立。

4.2.4
地上端局技術の
確立

　サービスの種類ごとに小型で高速
な伝送が可能な地上端局技術の確
立。

5.2.3
端局機器の研究開発
　平成１１年度より、一般ユーザ向け及び特定ユーザ
向けの地上送受信端局機器の研究開発を行う。

4.2.5
無線アクセスプ
ロトコル技術の
確立

　周波数を有効利用しながら多くの
利用者を収容し、様々な帯域をもつ
マルチメディアデータを扱うことが可
能な成層圏プラットフォームによる無
線中継に適したパケット交換方式及
びアクセスプロトコル技術の確立。

5.2.4
無線アクセス制御技術の研究開発
　平成１１年度より、周波数を有効利用すると同時に、
様々な帯域をもつ多くの利用者を収容するため、成層
圏プラットフォームを利用した無線中継に適したパケッ
ト交換方式及びアクセスプロトコルの研究開発を行う。

5.2.5
アプリケーションの研究開発
　平成１２年度より、高速通信が可能な成層圏プラット
フォ－ムの長所を活かした通信・放送アプリケーション
を研究開発し、実用化へのステップとする。

5.4.3
技術実証用通信・放送ミッションの開発
  平成１５年度に予定されている技術実証機による飛
行実証試験に合わせ、ミリ波・準ミリ波帯等の周波数を
使った通信・放送ミッションの技術実証を行うため、平
成１２年度より、搭載機器及び端局の設計及び製作を
行う。
  　また、技術実証に先立ち、平成１４年度までにマイク
ロ波帯以下の周波数を使った通信・放送ミッションの予
備実証を行う。

さきに記述した通り、計画半ばで成
層圏に到達する飛行船による実証
実験が出来なくなったが、米国との
共同実験や事前飛行試験にて対処
した。

4.2
通信・放
送ミッショ
ン

予算の有効利用に配慮しつつ、適切
な配算を実施した。所要の研究開発
実施体制を確保した。

旧通信・放送機構横須賀成層圏プ
ラットフォームリサーチセンターに企
業からの専門家（固定系通信：１名、
移動体通信：１名、放送：１名、機械
系：１名、衛星技術：１名、ITU対応：
２名）を集め研究開発を実施、また
旧通信総合研究所と共同研究契約
を結び、主として搭載機器と無線ア
クセス制御を担当してもらった。

実証実験は出来なかったが、米国Ｎ
ＡＳＡとのソーラープレーン
（PathfinderPlus）を使用した共同実
験により、成層圏からのデジタル放
送実験とIMT2000移動通信にも成功
した。

計画半ばにおいて成層圏に到達す
る飛行船の開発の見通しが不明確
になったが、「定点」を模擬するため
のヘリコプタと、「成層圏」での実証
をするためのジェット機などの代替
機体を使用した飛行実験により実証
実験を達成することが出来た。定点
滞空機ではデジタル放送の拡大実
験、無線局位置推定実験、光リンク
実験にも成功し成層圏プラットフォー
ムの有効性を実証するためのデータ
を取得する事が出来た。

米国ＮＡＳＡとのソーラープレーン
（PathfinderPlus）実験が成功したこ
とを受けて、ＮＡＳＡから再度共同実
験のオファーがあり、PathfinderPlus
の後継機体であるHeliosを使用した
実験計画をたてた。共同実験の間際
になってＮＡＳＡ側の単独実験中、機
体が墜落したため共同飛行実験は
中止となったが、成層圏でのミリ波
や準ミリ波搭載機器の耐環境性も含
めた多くの基礎データや、地上にお
ける基本性能評価データにより、成
層圏飛しょう体での実証実験のため
の技術データを取得する事が出来
た。
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資金計画及び実施体制に反映した
か

本研究開発課題に適した人材を確
保したか

研究開発の技術的検討が十分で
あったか

研究開発の過程において予定した
技術的結果が得られなかった場合
に原因究明を行い適切に対処した
か

⑦ ⑧ ⑨ ⑩

研究開発スケジュール

評価の観点

①

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

研究開発課題

予定していた技術的結果が得られな
かった場合の対処（開発協議会各部

会で報告されている内容）

特記すべき技術的事項、その困難
度及び対処（開発協議会各部会で
報告されている進捗状況・課題から

抽出）
【内容及び変更があればその理由】

※それぞれ時期を明確に

開発に携わった担当者の所属、役
職、専門分野、人数等

【内容、変更があれば内容及び理
由】

※それぞれ時期を明確に

技術的検討の内容（開発協議会各
部会で報告されている進捗状況・課
題から抽出。電源系研究会での技

術的な検討事項含）※それぞれ時期
を明確に

5.3.1
全体観測システムの研究開発
　種々の利用分野について実用に向けた全体観測シ
ステムの概念検討及び実証機開発に向けた地球観測
ミッションの概念検討を平成１０年度に引き続き行う。な
お、実用につながる地球観測ミッションを実証できる目
途がついた時点より、必要な搭載機器及び地上データ
システムの開発を行う。

4.3.1
観測項目の選定
及び観測技術の
確立

　地球変動予測等に必要となる多様
な観測・監視項目の中から、成層圏
プラットフォームを用いて実施する項
目を選定し、その観測に必要なセン
サ、付属機器及び成層圏プラット
フォームの運用形態等に関する研究
開発を行う。

4.3.2
ポインティング技
術等の観測技術
の確立

　成層圏プラットフォームの姿勢変動
に対して、センサ全体又はアンテナ・
光学系のみを機械駆動制御し、地上
に対し、センサ視野を常に固定する
ための機械駆動型センサ・ポイン
ティング技術等各センサに必要な観
測技術を確立。

4.3.3
飛行船への搭載
技術の確立

　衛星搭載及び航空機搭載の観測
センサをベースとして、成層圏の高
度、環境において必要となる設計条
件を明らかにするとともに、成層圏プ
ラットフォームに搭載する上でのイン
タフェース設計、特に熱設計及び熱
制御技術を確立。

4.3.4
地上データシス
テムの構築及び
データ蓄積・検
索技術の確立

　地球観測データの地上での処理に
必要なシステムの構築、および各方
面のユーザーがデータを簡易な方
法で使えるような蓄積・検索技術を
確立。

4.3.5
利用技術

　利用機関と協力して、各種利用分
野での既存システムへの成層圏プ
ラットフォーム観測データの取り込
み、解析、利用技術を確立。

5.3.3
利用分野の検討
 平成１１年度より、地球観測と関連する各種の利用分
野の検討を行う。

5.4.4
技術実証用地球観測ミッションの開発
  平成１５年度に予定されている技術実証機による飛
行実証試験に向けて、平成１２年度より、解析アルゴリ
ズムに資する実験用センサの設計を行い、平成１３年
度より、実証機用センサ及び地上データシステムの設
計・開発を行う。

　　
（記載要領）
1

2 　①の成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画（平成１１年９月）は、平成１５年度の技術実証に向けて研究開発を行うことが必要な研究課題及び研究開発スケジュールを記載。
3 　②から⑥の欄の記載に当たっては、変更の内容を容易に把握できるようにするため、計画を縮小したもの（ｽﾍﾟｯｸﾀﾞｳﾝ、項目の削除等）は●を、新たに研究課題を追加したものは△を、その他計画を修正したもの(●、△以外）は□の記号を記載すること。
4 　②の「平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト採択における変更内容」欄については、ミレニアムプロジェクトとして採択され、プロジェクトに入っているものは該当するセルを黄色で塗りつぶすとともに、さらに、変更を行ったものについては、その内容を具体的に記載するこ
5 　③の「平成１２年４月第４回開発協議会」の欄については、要素技術毎の達成目標及び変更した内容について詳細に記載すること。
6 　④の「平成１５年７月第７回開発協議会」の欄については、技術実証機検討チームの検討結果を踏まえて、変更した内容を記載すること。
7 　⑤の「その他の変更内容」の欄については、②から④以外で計画の変更を行ったものを記載することとし、変更年月日、変更内容を記載すること。　なお、新た項目を追加した場合は、別欄に記載すること。
8 　⑥の「変更理由」の欄については、記号欄に②から⑤までの番号を記載し、その理由を記載すること。なお、変更が複数ある場合は、それ毎に記載すること。
9 　⑦の「実施結果」の欄は、①から⑤のどれに対して実施したもの、実施できなかったものを明確に記載すること。

10 　⑧の「計画と実施結果との合致度」の欄については、各ＷＧの評価者に記載を依頼すること。

【JAMSTEC】
効率的な技術開発体制とするた
め、企画部に事務局を置き、技術
開発を技術研究部が行う体制を
とった。これにより、研究リソース
を効率的に配分することが可能と
なった。また、技術開発において
は、開発協議会等で承認を得る
ことにより、関連機関の技術連絡
体制をとって開発を推進した。

【JAXA】
予算の有効利用に配慮しつつ、
重要な技術課題を集中させた光
学センサの研究開発にリソースを
集中し、光学センサ以外のバス
系部分については極力既存技術
の活用を図った。また、 コンポー
ネントの製作のみをメーカで実施
し、センサシステムの機能・仕様
設定、センサシステムの組立、性
能評価試験、観測実験等につい
ては、JAXA担当者により実施す
ることにより、研究開発に対して
効率的かつ有効なリソース配分
を行った。

【JAMSTEC】
研究リソースの効率的配分の観
点から、平成１３年度までの観測
対象及び仕様の決定を行う
フェーズと、平成１４年度からの
技術開発フェーズに分けて担当
を配置。
・平成13年まで
　海洋観測研究部第1研究グ
ループ
　遠藤部長、佐々木研究副主幹、
小山研究員 専門分野：海洋観測
・平成14年以降
　海洋技術研究部第2研究グ
ループ
　青木研究主幹、吉田研究員、石
橋研究員 専門分野：電気・機械、
システム制御

【JAXA】
ADEOS-II後継機搭載用センサの
設計・検討を実施している、光学
センサ研究開発担当者が主体と
なり実施した。また、ミッション及
びハードウエア仕様の設定にあ
たっては、大学との共同研究を実
施するとともに、 試験評価につい
ては、JAXA総研本部の「校正試
験技術の研究」 「偏光技術の研
究」を活用した。

【JAMSTEC】
大気観測システムにおいては、
③の研究開発目標の設定を受
け、平成１２年度から平成１６年
度まで、主に以下の技術的検討
を実施した。
平成１２年度～１３年度： システ
ム仕様の検討、センサの心臓部
であるCO2センサの要素技術検
討、プロトタイプ設計・製作による
システム評価。
平成１４年度： 実機及び予備機を
製作し、成層圏環境で確実に使
用できるように、技術評価（模擬
環境試験、信頼性試験、航空機
試験）を実施。
平成１５年度： 最終システムでの
熱制御技術の確認を実施。運用
技術向上のために、運用専任担
当をつけ、システム運用が確実に
行えるように訓練を実施。
（8/4成層圏滞空試験実施)
平成１６年度： 水中用CO2センサ
システムの技術検討を開始。

【JAXA】
③の研究開発目標の設定を受
け、平成12年度、平成13年度に、
地球観測ミッション機器及び光学
センサの方式・構成・仕様の具体
的な検討を行うと共に、研究開発
課題の抽出を行った。さらに、光
学センサの重要な技術課題であ
る、2次元広画角光学系、非冷却
検出器等の設計等を行い、実現
性の確認を行った。
それらを踏まえた技術的見通し
の下で、平成14年度以降、3種類
の光学センサを含む地球観測ミッ
ション機器の研究開発を実施し、
光学センサの観測性能の確認に
対しては、実験室での性能評価
試験だけでなく、野外での観測実
験を実施した。

【JAMSTEC】
成層圏滞空試験(平成15年8月4
日)において、大気観測システム
の計測が開始できなかった。この
原因を究明するために、国内の
有識者からなる「原因究明合同
調査チーム」を結成し原因を究明
した。その結果、原因を以下に絞
り込んだ。
（１）飛行船のソフトウエア異常
（２）ミッション機器のバッテリー容
量不足
（３）飛行船とミッション機器間の
コネクタ接続異常
また、完全な原因特定には至らな
かった理由として以下の項目が
挙げられた。
・海水に浸かった機器の全体試
験が困難であった
・各機器の個別試験でも不具合
は再現されなかった
・機器に不具合を決定づけるよう
なデータが残っていなかった
この究明チームにおいて「今後行
われる予定の飛行船試験並びに
同種の研究開発を行う際に重要
となる項目」を確認した

【JAXA】
定点滞空飛行試験における観測
実験では、地球観測ミッション機
器に不具合等が生じることなく、
計画通りに観測データの取得を
行った。
開発の過程においては、飛行試
験機とのインタフェース、飛行試
験における温度環境条件 に留意
し、インタフェース試験、温度環境
試験を、開発の段階に応じて複
数回の行うことで、リスクの低減
と確実なミッション達成を図った。

　成層圏プラットフォーム研究開発については、平成１０年度のフィジビリティスタディを経て、平成１１年９月に「成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画」を策定したものであるが、ミレニアムプロジェクトへの採択、要素技術毎の達成目標の
策定、技術実証機の検討等により、当初の研究開発計画が随時変更されているため、研究開発計画の変遷、これに伴う実施結果について取りまとめること。

5.3.2
搭載機器及び地上システムの検討
　平成１１年度より、技術実証機へ搭載するセンサの選
定、航空機及び人工衛星の仕様からの改造に関する
検討、飛行船への搭載技術並びに飛行船本体側の行
うインテグレーション作業を支援する。また、ポインティ
ング技術、熱制御技術及び観測技術の検討を行うとと
もに、地上システムの概念検討及び搭載センサからの
データを取得できる前段階で必要となる解析アルゴリ
ズムに資する実験用センサの検討を行う。

4.3
地球環境
観測

11



成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の達成状況及び今後の課題に係る各研究機関の取り組み

最終的な目標は達成できたか
十分な技術的知見及びデータが得ら
れたか

論文・特許等の新しい知の創出に貢
献したか

当初予期しなかった副次的効果は
あったか

成果の他分野への波及効果はあっ
たか

残された技術的課題 残された課題の技術的見通し

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
研究開発スケジュール

4.1.1
全体システムの
最適設計

　大規模な飛行船の製作、組立並び
に整備・検査技術の確立及び打上
げ、定点滞空、回収時・緊急時（非常
時）対応並びに追跡管制技術を含む
運用技術の確立を可能とする全体シ
ステムの最適設計。

5.1.1
全体システム技術の研究開発
　平成１１年度より、全体システムの
最適設計を行う。

150m級の技術実証機を目標として
システム検討を実施。成立性のある
システム構成案、開発計画を立案
し、定点滞空性、構造成立性などの
検討を実施

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし
ミレニアムプロジェクトから更に大型
化した飛行船の運用、回収法等の確
立までには更なる技術検討が必要。

特記事項なし

4.1.2
大規模膜構造技
術の確立及び超
軽量膜材料の研
究開発

　新たな高分子材料・繊維の組合せ
による超軽量・高強度かつ高耐環境
の膜材を利用したフェ－ル・セイフな
構造技術を確立する。また、電源、
ミッション機器、推進機、尾翼等の重
量物を薄膜構造の船体に搭載する
ための軽量な構造材料を研究開発。

ベクトラン繊維、ザイロン繊維を用い
た軽量・高強度の膜材を開発
膜構造供試体を開発し、評価試験に
より特性を取得
成層圏滞空飛行試験、定点滞空飛
行試験に供して性能を実証

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし
軽量・高強度膜材を使用した膜構造
建造物への応用などが期待される

更に軽量な膜構造の開発、亀裂進
展防止等のフェイルセイフ化技術の
開発

更なる試験機の大型化に対応した、
全機構造成立性の確認

ダブラーによる補強等を工夫した膜
構造の試作試験を平成17年度に実
施予定

これまでの局所的な構造成立性の
検討結果を踏まえた全機構造解析
を平成17年度に実施予定

4.1.3
低抵抗の空力形
状の選定及び空
力設計技術の確
立

　数値流体力学（ＣＦＤ）による解析と
風洞模型試験を併用し、船体周辺に
発達する空気の境界層が層流から
乱流への遷移を可能な限り遅らせ、
剥離の発生を防ぐ船体形状を選定
し、併せて、尾翼・推進系等の構成
及び配置を最適にして飛行船に働く
空気抵抗を最小にする設計技術を
確立。

定点滞空飛行試験を対象に試験機
の空力設計、性能推定等を行い、飛
行試験の結果と併せて妥当性を立
証した。

飛行試験による飛行船空力データ取
得の方策を確認

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし 最終目標を達成 特記事項なし

4.1.4
低密度で運用さ
れる高効率推進
技術の開発

　地上に比べて空気が極めて希薄な
成層圏において運用可能な高効率
の推進系を実現するため、プロペラ
やモータ等の船体制御を可能にする
推進機構、プロペラの船外配置方式
等の必要な技術を確立。

成層圏で高効率を示すプロペラの試
設計を行い、プロペラ付き模型によ
る水槽試験、CFDなどにより将来の
成層圏飛行船の推進系設計に必要
な設計データを取得

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし 最終目標を達成 特記事項なし

4.1.5
太陽電池及び再
生型燃料電池か
らなるクリーンな
電力供給技術の
確立

　飛行船が必要とする昼間電力は、
全て太陽電池から供給されるため、
太陽電池セルの高効率化及び軽量
化を行い、紫外線等に対する耐環境
性を高めるとともに、信頼性及び整
備性の高い発電モジュ－ル構造を
研究開発。
　また、夜間電力は、再生型燃料電
池から供給されるため、太陽電池と
同様に、高効率化及び軽量化の技
術を確立。
　さらに、季節によって変化する太陽
高度及び日照・日陰サイクルに適応
可能な電力供給・管理技術を確立。

太陽電池については現時点で最適
と思われる薄膜単結晶シリコン型電
池を対象に装備技術等の検討を行
い、装備技術試験を実施して比重量
3.0g/Wの達成に目処をつけた。ま
た、電源制御ロジックの設計、電源
制御装置の製作を実施した。
再生型燃料電池については試作試
験用モデル相当のシステムを構築し
て成立性、制御性等の評価試験を
実施し、230Wh/kg相当（15kW換算）
のエネルギ密度の達成、傾斜揺動
試験を一部実施した。1kW一体型
RFCモデルにより50サイクル試験を
実施。

再生型燃料電池については試作試
験用モデルに相当する1kW搭載型
RFCモデルの試作試験により、
230Wh/kg相当（15kW換算値）のエネ
ルギ密度を達成できたので、技術実
証機用再生型燃料電池（15ｋW、エネ
ルギ密度450Wh/kgを想定）の開発
に着手できる目処をつけることがで
きた。

フレキシブルな太陽電池の開発は、
太陽電池の新規応用を促進

太陽電池の低価格化の促進

再生型燃料電池の構成要素の国産
化が進んだ

再生型燃料電池に関する研究開発
（軽量化・小型化、低温環境等）の活
性化が期待される。

太陽電池の軽量・高効率化は民生
用に寄与するところが大

宇宙（月面基地）などの閉鎖系では、
再生型燃料電池利用のメリットがあ
り、本研究開発の成果の利用が期
待される。

再生型燃料電池の民生化・普及によ
るエネルギ供給の安定化（ピーク電
力需要の平滑化等）

太陽電池の低コスト化

再生型燃料電池を実際に成層圏飛
行船に搭載した場合の耐環境性等
の評価

上記対環境性、信頼性等を達成した
上での比重量的成立性

太陽電池と組み合わせた統合電源
系の評価

更なる高性能化（高効率化、軽量化
によるエネルギー密度の向上）

量産化、生産体制の整備等による低
コスト化を期待

1kW級RFCを用い、平成17年度に低
温環境試験、傾斜・揺動試験等の実
施を予定

15kwモデルの試作を計画中 (事後
評価結果を受けて予算要求を 検討
中)

平成16年度に統合電源系用の制御
器を試作、平成17年度に地上試験を
実施予定。

15kwモデルや実用機用モデルの試
作で実施を予定（軽量化のための限
界設計）

4.1.6
熱制御及び浮力
制御技術の確立

　昼夜にわたる太陽及び地表からの
飛行船へのふく射、電源等からの内
部発熱等に対し、船体表面・内部及
び浮揚ガス（ヘリウム）の温度環境を
維持できるよう排熱等の熱制御技術
を開発する。また、打上げ・回収時に
浮揚ガスの膨張・圧縮を伴うため、
空気の吸排気を含む信頼性の高い
浮力制御技術を確立。

成層圏滞空飛行試験において高度
16.4kmまでの到達を達成し、成層圏
に到達するための材料・構造技術、
熱浮力技術を実証した。

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし

飛行船の自律制御技術は低高度の
海域監視、災害レスキュー飛行船な
どにも応用可能

シミュレーション技術は従来型飛行
船の開発シミュレーション、要員訓練
などにも応用可能

最終目標を達成 特記事項なし

4.1.7
大規模膜構造物
の飛行制御技術
の確立

　大規模膜構造物である飛行船の運
用では、打上げ（地上からの放船、
上昇飛行等）成層圏滞空、回収（帰
還飛行）等について、風予測手段や
飛行・運用シミュレーションを駆使し
た高度な追跡管制技術による信頼
性の高い飛行制御技術を確立。

定点滞空飛行試験において、8回の
フライトを実施し、また高度4kmで所
定の領域内に収める自律制御での
定点滞空を実施し、飛行誘導制御、
運用技術等を実証した。また予定の
地球観測、通信放送ミッションを実施
した。

次段階である総合技術実証試験の
着手に充分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし 最終目標を達成 特記事項なし

4.1.9
飛行船製造・組
立及び整備・検
査技術の確立

　大規模な飛行船の製造・組立及び
浮揚ガスの供給等に必要な地上設
備を含めた技術を確立し、併せてガ
ス漏洩検知、浮揚ガスのコンタミネ
－ション防止、超軽量構造及び薄膜
材の補修、故障診断等に必要な地
上支援技術を確立。

成層圏、定点両飛行試験において実
験に支障なく地上運用を行い、大型
膜構造物の地上整備、運用、必要な
地上支援設備・機材等に関する知見
を得た。

次段階である総合技術実証試験の
着手に必要な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし
将来の大型化に対応した運用技術、
省力化等の検討

定点滞空飛行試験における知見な
どを含めた地上運用の検討を平成
17年度に実施予定

5.4.1. 技術実証機の開発
 平成１１年度より、技術実証機の計
画・検討を行い、併せて地上支援シ
ステムの整備を行うため、実験場等
の調査・検討を行う。

150m級の技術実証機を目標として
システム検討を実施。成立性のある
システム構成案、開発計画を立案
し、定点滞空性、構造成立性などの
検討を実施

次段階である総合技術実証試験の
着手に十分な知見が得られたと考え
る。

特記事項なし 特記事項なし
開発計画については3案が併記の状
態であり、具体化に至っていない。

今後の技術実証機開発計画検討の
中で具体化が必要。

技術論文（査読あり）：　８件
技術論文（査読なし）：　８件
口頭発表　　　　　　：８３件
特許　　　　　　　　：１６件

評価の観点

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

5.1.3
システム運用技術の研究開発
　平成１１年度より、飛行船システム
の設計・運用デ－タを取得するた
め、姿勢・推進制御、構造・熱特性、
飛行制御等の試験により運用技術
の研究開発を行う。

5.1.2
要素技術の研究開発
　平成１１年度より、実用飛行船シス
テムを目指した革新的な要素技術で
ある膜材料及び膜構造、プロペラ推
進船体の空力・推進、電源、熱制
御、飛行制御等の研究開発を行う。

①
研究開発課題

4.
1
飛
行
船
シ
ス
テ
ム

飛行
船本
体

残された課題の技術的見通し他の分野への波及効果の具体例 残された技術的課題最終の開発目標を達成できたか 論文・特許の数及び評価等 副次的効果の具体例
得られた技術的知見及びデータとそ

の有効性
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最終的な目標は達成できたか
十分な技術的知見及びデータが得ら
れたか

論文・特許等の新しい知の創出に貢
献したか

当初予期しなかった副次的効果は
あったか

成果の他分野への波及効果はあっ
たか

残された技術的課題 残された課題の技術的見通し

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
研究開発スケジュール

評価の観点

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

①
研究開発課題

残された課題の技術的見通し他の分野への波及効果の具体例 残された技術的課題最終の開発目標を達成できたか 論文・特許の数及び評価等 副次的効果の具体例
得られた技術的知見及びデータとそ

の有効性

4.1.8
風観測・予測技
術の開発

　飛行船の打上げ・回収の運用判断
や運用計画立案に使用する気象情
報を提供するシステムとして、レー
ダー、ゾンデ等の風観測機器と高度
２０ｋｍまでの局地用予測モデルを
統合した風観測・予測システムを開
発。

以下のとおり、技術実証機に必要な
性能目標は、ほぼ達成できたものと
考えられる。

成層圏プラットフォーム飛行船の打
上げ・回収の運用判断や運用計画
立案に使用する気象情報を提供す
るシステムとして、高度25km、格子
間隔5km、40時間先まで予測可能な
局地気象モデルとレーダ、ゾンデ等
の観測機器で構成される風観測・予
測システム（MEWS）を開発した。これ
に加えて、対流圏の気象現象に重点
を置いた予測技術の研究を積み重
ね、精度の高い予測情報を提供し
た。

限られた期間内に最大限の飛行機
会を安全に確保できたことで、飛行
試験実施の判断にとってＭＥＷＳの
気象予測情報が十分に有用である
ことが実証され、成層圏プラット
フォーム飛行船の運用に必要な対
流圏での予測技術がほぼ確立され
た。上空風の風速については、平均
二乗誤差率２０％以下を達成、地上
風についても、ＭＥＷＳの予測結果
に対しカルマンフィルター及びパター
ン予測を適用することにより、前日風
の的中率は８５％を達成しており、今
後の成層圏プラットフォーム飛行船
の実現に向けて、その飛行範囲に対
応した風観測・予測システムを構築
するための技術基盤が確立された。

北大、北工大のハイブリッドロケット
の打ち上げ試験に際し、ＭＥＷＳの
観測・予測データを提供し、ロケット
の安全かつ確実な打ち上げに寄与
した。

成層圏プラットフォーム以外の分野
への波及効果として、平成１７年度よ
り飛行試験、航空安全への適用を目
的とした共同研究（風観測・予測
データの高度利用技術に関する研
究開発）が、ＮＩＣＴ／ＪＡＸＡにより推
進されており、大樹実験場に整備し
た風観測・予測システムが活用され
ている。
その他、ロケット打ち上げ時の射場
周辺の気象観測・予測、航空機離着
陸時の空港周辺の気象観測・予測、
大気の流れの監視等への活用が考
えられる。

現在、気象庁領域モデルの結果を境
界値としたMEWS局地予測モデルの
計算には、pentium4 1.7GHzのCPU
を12台並列で計算しても3時間程度
を要する。定点滞空飛行試験におい
ては、前日のGO/NOGO判断は、夕
方の比較的早い時間(16時半)に行
われることが多かったため、その日
の最新の予測計算を利用することが
出来なかった。
こうしたGO/NOGO判断のためにも、
局地予測モデルの計算時間を、今後
は大幅に短縮させる必要がある。

計算時間の短縮化は、CPUの性能
アップや計算方法の工夫等により解
決可能である。

4.1.10
追跡管制技術の
確立

　飛行船が一定の飛行空域内での
運用が可能なことを確認するため、
風予測結果を取り入れ、プラット
フォームの飛行経路等を推定する飛
行・運用シミュレーション技術を確立
する。また、長期にわたって飛行船
の位置及び姿勢を検出する航法シ
ステムを開発。

以下のとおり、技術実証機に必要な
性能目標は、ほぼ達成できたものと
考えられる。

定点滞空飛行を目的とした大規模膜
構造物である大型無人飛行船の運
用にITACSを使用し、風観測・予測シ
ステム(MEWS)からの気象予測デー
タを取り入れて飛行経路等を推定す
る飛行・運用シミュレータ(FLOPS)を
活用することで、飛行船が一定の飛
行空域内で運用可能なことが確認さ
れ、所定のミッションを達成するため
の信頼性の高い飛行制御を効率的
に実現できることが証明された。
追跡管制設備(TTRAC)は、定点滞空
飛行試験における遠隔操縦及び自
律飛行の複合した飛行に対応し、離
陸、上昇、定点滞空、ミッション運
用、降下、着陸の全ての段階におい
て通信回線を適切に維持するととも
に、良好な運用環境を提供し、飛行
船の安全かつ円滑な運用に十分に
寄与した。

成層圏プラットフォーム飛行船の打
上げ、成層圏滞空、回収等を実現す
る上で、ＩＴＡＣＳは非常に有効である
ことが実証され、追跡管制技術の基
盤が確立された。
なお、飛行範囲が拡大する成層圏プ
ラットフォーム飛行船においては、こ
れに対応した規模の覆域を持つ通
信設備を使用する必要はあるが、実
現するに充分な技術基盤は確立済
みである。

航法システムデータをもとに主系ア
ンテナの指向すべき方向を計算し、
自動で飛行船を追尾する機能（ス
レーブ機能）を主系アンテナの自動
追尾機能のバックアップ用に開発
し、定点滞空飛行試験に用いた。こ
の結果、主系アンテナの追尾が安定
して行われることを確認した。

視認性を追求し、運用者毎にカスタ
マイズを可能にした運用端末の表示
画面及び履歴表示機能等は、人工
衛星の追跡管制システムに活用でき
るものと考えられる。

実証機の飛行・運用シミュレーション
を実施する際には、実証機の機体数
学モデルの提供を受けて、シミュレー
ションプログラムに組み込む必要が
ある。

なお、実証機においては、GPS受信
環境の良くない格納庫内において
GPS複合航法計算を実施することが
ないように、アライメント実施方法を
見直す必要がある。

機体数学モデルをシミュレーションプ
ログラムに組み込む上での問題はな
い。

機体搭載ＧＰＳアンテナの配置最適
化や、ＧＰＳリピータの設置方法の改
善により解決可能である。

5.4.2
実証機用追跡管制システムの開発
 平成１４年度までに予定されている
飛行運用データの取得試験及び平
成１５年度に予定されている技術実
証機による飛行実証試験に必要な
追跡管制システムの整備を平成１２
年度より行う。

実証機の飛行範囲に対応した規模
の覆域を持つ通信設備を使用する
必要がある。

技術的には、地上局の増強等により
解決可能である。

5.2.1
全体通信システムの研究開発
　平成１０年度に、固定通信、移動通
信及び放送の３分野における実用シ
ステムの開発に向けた概念設計及
び実証機開発に向けた全体通信シ
ステムの基礎設計を行う。

成層圏無線通信システム構想を提
起、固定通信・移動体通信・放送各
分野につき実施した概念設計に基づ
き、各種アプリケーション案を策定し
た。この結果をふまえてそれぞれの
代表的なアプリケーションにつき、国
内外において事前飛行試験、定点滞
空飛行試験を実施して目標を達成し
た。

実証機開発に必要な基礎的なデー
タを取得し、成層圏プラットフォーム
を使用したアプリケーションの有効性
を確認出来た。

4.2.1
搭載用マルチ
ビームアンテナ
技術の確立

　広帯域伝送を可能な機械駆動型マ
ルチビームホーンアンテナ技術の確
立及びディジタル信号処理技術を利
用することで、アンテナの機械駆動
なしに捕捉、追尾、干渉除去等、高
度なビーム形成並びに周波数有効
利用技術の導入を可能とするディジ
タルビームフォーミングアンテナ技術
の確立。

機器の開発を完了し、事前飛行試験
において実証実験を達成した。
以下の搭載用マルチビームアンテナ
の開発を完了し、ヘリコプタを利用し
た事前飛行試験により高度3kmの条
件下でのビーム形成ならびにビーム
制御技術を確立。また、高度20kmで
の運用を想定した地上での成層圏
環境動作評価試験を行い、熱管理
の基本技術を確立した。
搭載用マルチビームホーン本体
送受信とも帯域300MHzを達成。

搭載用マルチビームホーン機械駆動
制御装置
角度制御精度±0.5度以内を達成。

搭載用DBFアンテナ本体
16素子のDBFアンテナを試作し、信
号処理部を含む全体での帯域4MHz
を達成。

搭載用DBFアンテナビーム形成装置
9本の受信固定ビームと2本の送受
信走査ビーム形成を達成。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

国内口頭発表　４１件
国際学会・会議口頭発表　４件
査読論文　２件
特許出願　２件

5.1.4
追跡管制技術の研究開発
　平成１１年度より、風観測・予測シ
ステム、飛行・運用シミュレーション
及び航法システムを含む追跡管制シ
ステムの研究開発を行う。

追跡
管制
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の達成状況及び今後の課題に係る各研究機関の取り組み

最終的な目標は達成できたか
十分な技術的知見及びデータが得ら
れたか

論文・特許等の新しい知の創出に貢
献したか

当初予期しなかった副次的効果は
あったか

成果の他分野への波及効果はあっ
たか

残された技術的課題 残された課題の技術的見通し

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
研究開発スケジュール

評価の観点

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

①
研究開発課題

残された課題の技術的見通し他の分野への波及効果の具体例 残された技術的課題最終の開発目標を達成できたか 論文・特許の数及び評価等 副次的効果の具体例
得られた技術的知見及びデータとそ

の有効性

4.2.2
交換中継技術の
確立

　様々な伝送速度をもつマルチメディ
アデータをオンボードで再生し、ネッ
トワーク上の最適なルートにルーティ
ングする搭載用交換中継技術の確
立。

機器の開発を完了し、事前飛行試験
および定点滞空飛行試験において
実証実験を達成した。

搭載用中継装置
搭載用交換中継装置の開発を完了
し、ヘリコプタを利用した事前飛行試
験により高度3kmかつ２ユーザでの
条件下でのマルチビームアンテナと
組み合わせた最大56Mbpsの交換中
継の基本技術を確立。

IMT2000システムによる中継システ
ム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験で2GHz帯の
IMT-2000信号（384kbpsおよび
64kbps、伝播距離22km程度）の中継
試験に成功し、高度20kmでの中継
機器運用に関する基本技術を確立。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

デジタルTV実験システム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験でUHF帯のデ
ジタル放送中継試験（地上デジタル
放送と同一方式）に成功し、高度
20kmでの中継機器運用に関する基
本技術を確立。また、無指向性で広
サービスエリアアンテナの開発を完
了し、定点滞空試験機を利用した実
験で仰角約10度で、市販TV受信機
を用いたデジタル放送受信を行い、
広サービスエリアアンテナの基本技
術を確立。

4.2.3
成層圏プラット
フォーム間光通
信技術の確立

　数十km先の成層圏プラットフォー
ムを高精度に捕捉し、かつ追尾する
光アンテナ及び周辺機器の開発及
び複数のプラットフォームによるメッ
シュ状の高速ネットワークを構築す
るための光通信技術の確立。

機器の開発を完了し、定点滞空飛行
試験において実証実験を達成した。

定点滞空試験において、高度4kmの
飛行船と地上との間の光アンテナ同
士の捕捉追尾の成功により、光リン
クの基本技術を確立した。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

4.2.4
地上端局技術の
確立

　サービスの種類ごとに小型で高速
な伝送が可能な地上端局技術の確
立。

5.2.3
端局機器の研究開発
　平成１１年度より、一般ユーザ向け
及び特定ユーザ向けの地上送受信
端局機器の研究開発を行う。

機器の開発を完了し、事前飛行試験
および定点滞空飛行試験において
実証実験を達成した。

ヘリコプタ、小型ジェット、ソーラープ
レーン（パスファインダープラス）を利
用した事前飛行試験により、携帯電
話による直接接続技術（64～
384kbpsの動画とデータ）、デジタル
放送の直接受信技術（20Mbpsの
HDTV信号）を確立。また定点滞空試
験において、市販受信機と簡易アン
テナによるデジタル放送受信技術を
確立した。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

4.2.5
無線アクセスプ
ロトコル技術の
確立

　周波数を有効利用しながら多くの
利用者を収容し、様々な帯域をもつ
マルチメディアデータを扱うことが可
能な成層圏プラットフォームによる無
線中継に適したパケット交換方式及
びアクセスプロトコル技術の確立。

5.2.4
無線アクセス制御技術の研究開発
　平成１１年度より、周波数を有効利
用すると同時に、様々な帯域をもつ
多くの利用者を収容するため、成層
圏プラットフォームを利用した無線中
継に適したパケット交換方式及びア
クセスプロトコルの研究開発を行う。

技術開発を完了し、事前飛行試験お
よび定点滞空飛行試験において実
証実験を達成した。

高速無線アクセス実験システム
ヘリコプタを利用した事前飛行試験
により、IPパケット交換による最大
56Mbpsでのマルチメディアデータ通
信（データ、動画、音声）を実施し、ア
クセスプロトコルの基本技術を確立
した。
IMT2000システムによる実験システ
ム
ソーラープレーン（パスファインダー
プラス）を利用した実験で、高度
20km（長距離・長遅延）でのWCDMA
プロトコル運用の基本技術を確立し
た。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

　ミリ波帯では３素子、準ミリ波帯では１６素子のプロトタイプの搭載アンテ
ナの開発や、利用できる機体を最大限活用して実証機のための基本的な
通信サービスアプリケーションやその他放送用、IMT2000用のプロトタイプ
の搭載機器の開発は完了した。
　その他の成層圏プラットフォームを使用する有効な無線通信アプリケー
ションに関しても開発を継続し、また搭載通信機器に関しては小型・軽量
化・ユーザ収容規模の拡大化などの課題が残っており、実用化のために
は機器の大規模化や通信容量の拡大が必要となる。
　DBFアンテナに関してはその素子数を100素子前後まで拡大した搭載機
器を、また飛しょう体や飛行船機体全体のプラットフォームの大きさを利用
した大開口アレーセンサーによる高精度無線局位置探査などにつき今後
継続して開発を予定している。
　また、大規模アレーアンテナを使用するための技術規準などにつき、ＩＴＵ
会合にて明確化していく必要がある。一方、海外との連携もさらに深めて
次年度以降の共同研究につき検討中である。

査読論文：15件

国際学会・会議口頭発表：45件

国内口頭発表：68件

解説記事：6件

標準化寄与文書：20件

特許：14件

　ＮＡＳＡとの共同実験の成功や我
が国での成層圏プロジェクトにおけ
る通信・放送ミッションの研究開発成
果をＩＴＵでの寄与文書に反映した結
果、成層圏プラットフォームに対する
関心を喚起する事が出来た。従来か
らの米国企業からの働きかけとも合
わせて功を奏して、まだ実用化に
至っていないシステムに対して、ミリ
波帯・準ミリ波帯・２GHz帯が分配さ
れるという画期的な成果を得ること
が出来た。特に準ミリ波帯の分配に
ついてはまだ制限条項つきながら日
本からの勧告文書によって採択され
たもので、実用化には必須となる重
要な成果である。

　航空機等による無線通信サービス
において、成層圏プラットフォームプ
ロジェクトで得られたデータを有効に
活用して、航空機ＩＴサービスや無人
航空機、有人航空機を使用した災害
時非常通信サービスなど、将来的な
通信インフラ計画やビジネスプラン
に反映されるものと考える。

4.2
通信・放
送ミッショ
ン

5.2.2
搭載機器の研究開発
　平成１１年度より、周波数の有効利
用及び地上端末の小型化を可能に
する搭載用マルチビームアンテナ、
マルチメディアデータの最適なルー
ティングを行う交換中継器及び成層
圏プラットフォーム間を互いに追尾し
ながら高速な回線で結ぶ光通信機
器の研究開発を行う。
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成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑの分野別の研究開発の達成状況及び今後の課題に係る各研究機関の取り組み

最終的な目標は達成できたか
十分な技術的知見及びデータが得ら
れたか

論文・特許等の新しい知の創出に貢
献したか

当初予期しなかった副次的効果は
あったか

成果の他分野への波及効果はあっ
たか

残された技術的課題 残された課題の技術的見通し

⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮ ⑯ ⑰
研究開発スケジュール

評価の観点

成層圏プラットフォーム研究開発計画（平成１１年９月）

①
研究開発課題

残された課題の技術的見通し他の分野への波及効果の具体例 残された技術的課題最終の開発目標を達成できたか 論文・特許の数及び評価等 副次的効果の具体例
得られた技術的知見及びデータとそ

の有効性

5.2.5
アプリケーションの研究開発
　平成１２年度より、高速通信が可能
な成層圏プラットフォ－ムの長所を
活かした通信・放送アプリケーション
を研究開発し、実用化へのステップ
とする。

成層圏無線通信アプリケーションに
つき、事前飛行試験および定点滞空
飛行試験において実証実験を達成し
た。

高速無線アクセスシステム、
IMT2000、デジタル放送、無線局位
置推定などのアプリケーションにつ
き、成層圏プラットフォームからの中
継通信の実証などに成功した。

実証機開発に必要な基礎的なデー
タを取得し、成層圏プラットフォーム
を使用したアプリケーションの有効性
を確認出来た。

5.4.3
技術実証用通信・放送ミッションの開
発
  平成１５年度に予定されている技術
実証機による飛行実証試験に合わ
せ、ミリ波・準ミリ波帯等の周波数を
使った通信・放送ミッションの技術実
証を行うため、平成１２年度より、搭
載機器及び端局の設計及び製作を
行う。
  　また、技術実証に先立ち、平成１
４年度までにマイクロ波帯以下の周
波数を使った通信・放送ミッションの
予備実証を行う。

事前飛行試験および定点滞空飛行
試験において実証実験を達成した。

4.2項に示すような種々の要素技術
開発を行い、平成１４年度には事前
飛行試験として米国ハワイ州におい
てNASAと共同でソーラープレーンを
使用したIMT2000とデジタル放送実
験に成功、同年国内においてヘリコ
プタを使用した高速無線アクセス実
験と広帯域HDTV素材伝送実験を、
ジェット機ではデジタル放送実験に
成功した。定点滞空飛行試験におい
てはデジタル放送実験・無線局位置
推定実験・光リンク機能実験を行い
所期の目標を達成する事が出来た。

目標とした性能を地上評価試験およ
び飛行試験において確認することが
出来た。

5.3.1
全体観測システムの研究開発
　種々の利用分野について実用に向
けた全体観測システムの概念検討
及び実証機開発に向けた地球観測
ミッションの概念検討を平成１０年度
に引き続き行う。なお、実用につなが
る地球観測ミッションを実証できる目
途がついた時点より、必要な搭載機
器及び地上データシステムの開発を
行う。

4.3.1
観測項目の選定
及び観測技術の
確立

　地球変動予測等に必要となる多様
な観測・監視項目の中から、成層圏
プラットフォームを用いて実施する項
目を選定し、その観測に必要なセン
サ、付属機器及び成層圏プラット
フォームの運用形態等に関する研究
開発を行う。

4.3.2
ポインティング技
術等の観測技術
の確立

　成層圏プラットフォームの姿勢変動
に対して、センサ全体又はアンテナ・
光学系のみを機械駆動制御し、地上
に対し、センサ視野を常に固定する
ための機械駆動型センサ・ポイン
ティング技術等各センサに必要な観
測技術を確立。

4.3.3
飛行船への搭載
技術の確立

　衛星搭載及び航空機搭載の観測
センサをベースとして、成層圏の高
度、環境において必要となる設計条
件を明らかにするとともに、成層圏プ
ラットフォームに搭載する上でのイン
タフェース設計、特に熱設計及び熱
制御技術を確立。

4.3.4
地上データシス
テムの構築及び
データ蓄積・検索
技術の確立

　地球観測データの地上での処理に
必要なシステムの構築、および各方
面のユーザーがデータを簡易な方法
で使えるような蓄積・検索技術を確
立。

4.3.5
利用技術

　利用機関と協力して、各種利用分
野での既存システムへの成層圏プ
ラットフォーム観測データの取り込
み、解析、利用技術を確立。

5.3.3
利用分野の検討
 平成１１年度より、地球観測と関連
する各種の利用分野の検討を行う。

5.4.4
技術実証用地球観測ミッションの開
発
  平成１５年度に予定されている技術
実証機による飛行実証試験に向け
て、平成１２年度より、解析アルゴリ
ズムに資する実験用センサの設計を
行い、平成１３年度より、実証機用セ
ンサ及び地上データシステムの設
計・開発を行う。

　　
（記載要領）
1

2 　①の成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画（平成１１年９月）は、平成１５年度の技術実証に向けて研究開発を行うことが必要な研究課題及び研究開発スケジュールを記載。
3 　②から⑥の欄の記載に当たっては、変更の内容を容易に把握できるようにするため、計画を縮小したもの（ｽﾍﾟｯｸﾀﾞｳﾝ、項目の削除等）は●を、新たに研究課題を追加したものは△を、その他計画を修正したもの(●、△以外）は□の記号を記載すること。
4 　②の「平成１１年１２月ミレニアムプロジェクト採択における変更内容」欄については、ミレニアムプロジェクトとして採択され、プロジェクトに入っているものは該当するセルを黄色で塗りつぶすとともに、さらに、変更を行ったものについては、その内容を具体的に記載すること。なお、①の区分と異なる事項がある場合は、セルを追加し別欄に記載すること。
5 　③の「平成１２年４月第４回開発協議会」の欄については、要素技術毎の達成目標及び変更した内容について詳細に記載すること。
6 　④の「平成１５年７月第７回開発協議会」の欄については、技術実証機検討チームの検討結果を踏まえて、変更した内容を記載すること。
7 　⑤の「その他の変更内容」の欄については、②から④以外で計画の変更を行ったものを記載することとし、変更年月日、変更内容を記載すること。　なお、新た項目を追加した場合は、別欄に記載すること。
8 　⑥の「変更理由」の欄については、記号欄に②から⑤までの番号を記載し、その理由を記載すること。なお、変更が複数ある場合は、それ毎に記載すること。
9 　⑦の「実施結果」の欄は、①から⑤のどれに対して実施したもの、実施できなかったものを明確に記載すること。

10 　⑧の「計画と実施結果との合致度」の欄については、各ＷＧの評価者に記載を依頼すること。

【JAMSTEC】
大気観測システムについては、国
内の有識者で構成される「大気観
測検討WG」において、CO2を主と
した採取・測定システムの開発に
絞り込んだ。これにより、以下の
研究開発目標を達成した。ただ
し、成層圏滞空試験機に大気観
測システムを搭載して打上試験を
行ったが、測定を開始することが
出来なかった。
（１）CO2の成層圏における連続
測定と大気採取が可能な装置を
開発し、成層圏環境で測定が可
能なことを確認した。
（２）地上から成層圏環境のいず
れでも動作可能な熱設計を行い、
擬似環境で確認を行った。この
際、飛行船とのインターフェース
は簡素化が必要なことから、Rs-
232Cとした。
（３）採取した大気の分析を、国立
環境研究所との共同研究におい
て実施した。

【JAXA】
定点滞空試験機に搭載する地球
観測ミッション機器として、3種類
の光学センサを搭載したセンサシ
ステムの開発を行った。また、定
点滞空飛行試験で実施された2回
の飛行試験において、観測実験
を実施し、計画通りに観測データ
の取得を行った。
それにより、以下のように研究開
発目標を達成した。
(1) 光学センサの技術蓄積
　光学センサの研究開発を通し
て、２次元広画角光学系技術、非
冷却マイクロボロメタ技術、偏光
観測技術を中心とした光学センサ
の技術を蓄積した。
(2) 成層圏プラットフォームからの
地球観測のフィジビリティ確認
　観測実験データの評価により、
植生・大気観測、地表面温度分
布観測、交通観測の有効性・可
能性を確認した。

【JAMSTEC】
成層圏プラットフォームに搭載す
る為の技術的条件、低密度の大
気を導入する方法、低温下での
システム運用方法、地上から成
層圏までのすべての環境で動作
する熱制御、システムの冗長設
計、高高度での観測精度の維
持、採取した大気に影響を与えな
いボトル構造等。
以上の技術的データならびに
7,000ｍまでのＣＯ２データが得ら
れた。

【JAXA】
　3種類の光学センサを搭載した
地球観測センサシステムの研究
開発を通して、２次元広画角光学
系技術、非冷却マイクロボロメタ
技術、偏光観測技術を中心とした
光学センサの技術を蓄積し、設
計、性能評価試験等に関する技
術的知見が得られた。
　定点滞空飛行試験で実施され
た2回の飛行試験において、地球
観測センサシステムの観測実験
を実施し、計画通りに観測データ
の取得が出来た。また、観測実験
データの評価により、植生、地表
面温度分布観測、交通観測の有
効性・可能性を確認した。

【JAMSTEC】
論文：4件
学会発表：2件
特許： 0件
※投稿中の論文を含む

【JAXA】
国内学会発表： 8件(10件)
海外学会発表： 3件(4件)
特許： 0件
※（）内は予定件数を含む

【JAMSTEC】
大気観測システムについては以
下の課題が挙げられる。
（１）より信頼性を向上させたシス
テム
（２）長時間動作システム用の、絶
対的な測定値精度を持つセンサ
の検討
（３）採取ガスや較正ガスを、地上
と飛行船の間で運搬する無人
シャトル等の検討
（４）二酸化炭素以外の観測項目
における、高精度観測が可能な
技術の確立
（５）多数の観測装置の操作・設
定・データ取得が容易にできるマ
ンマシンインタフェース等の検討
（６）小型、省電力のセンサシステ
ムの検討

【JAXA】
成層圏プラットフォーム搭載用の
地球観測センサシステムに対す
る技術的課題として以下の項目
が挙げられる。
(１) 実利用を前提とした成層圏プ
ラットフォーム搭載地球観測ミッ
ションの設定
(２) 高分解能センサに対する、観
測領域を指向するポインティング
システム
(３) 地上系を含めた画像データ伝
送システム
(４) 小型化、軽量化、省電力化

【JAMSTEC】
大気観測システムについての技
術的見通しは以下のとおり。
（１） 信頼性を向上させたシステ
ムについては、飛行船を含めたシ
ステム全体として検討することで
実現可能と考えられる
（２）（３）確度の高い測定を行うた
めには、高確度の較正基準が必
要となる。ＳＰＦは1年以上滞空す
るために、較正値が1年以上維持
できるシステムとする必要がある
が、現状では技術的に困難であ
ると考えられる。そのため、較正
基準（較正ガス）を定期的に交換
する技術を検討する必要がある。
（４）飛行船のペイロードによるた
め、これが大きくなればCO2以外
も観測可能となる。
（５）ユーザのニーズに応じたソフ
トウェア開発を行うことで実現可
能と考えられる。
（６）半導体の小形化・低消費電
力化により、小型省電力のセンサ
システムの開発が可能となる。

【JAXA】
地球観測センサシステムの技術
的課題に対する技術的見通しは
以下の通り。
(１) 実利用を前提とした地球観測
センサの観測仕様、性能の設定
に当たっては、定点滞空飛行試
験における観測実験の成果に加
え、更に多くの観測データの取得
や衛星データを含めた専門的な
解析を踏まえ、成層圏プラット
フォームの特性・運用計画を前提
とした最適な観測センサシステム
の開発が必要である。
(２) システムの大型化に対する課
題はあるが、ヘリコプタ搭載用カ
メラのポインティングシステムや
衛星搭載用の観測センサの技術
を基に、成層圏プラットフォームへ
の応用は可能である。
(３) 高い伝送レートを必要とする
高分解能センサの画像データ伝
送に対しては、通信放送ミッション
との連携・技術の活用が有効であ
る。
(４) 人工衛星搭載用の観測セン
サ技術の活用が有効である。

【JAMSTEC】
大気観測システムに関しては、実験で使用した小型軽量な非分散型
赤外分光計が、成層圏のような特殊環境でも精度よく観測可能であ
ることがわかったことから、海中のＣＯ２測定装置開発に本技術を応
用した。

【JAXA】
広画角光学系技術及び偏光観測技術に関して蓄積した技術を
ADEOS-II後継機搭載用 多チャンネル走査放射計(SGLI)へ継承す
る。また、非冷却赤外検出器技術に対しては、金星探査計画
(PLANET-C)の長波長赤外イメージャー(LIR)に同一の検出器が搭載
されることとなった。

　成層圏プラットフォーム研究開発については、平成１０年度のフィジビリティスタディを経て、平成１１
年９月に「成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発計画」を策定したものであるが、ミレニアムプロジェクトへの採

5.3.2
搭載機器及び地上システムの検討
　平成１１年度より、技術実証機へ搭
載するセンサの選定、航空機及び人
工衛星の仕様からの改造に関する
検討、飛行船への搭載技術並びに
飛行船本体側の行うインテグレー
ション作業を支援する。また、ポイン
ティング技術、熱制御技術及び観測
技術の検討を行うとともに、地上シス
テムの概念検討及び搭載センサか
らのデータを取得できる前段階で必
要となる解析アルゴリズムに資する
実験用センサの検討を行う。

4.3
地球環境
観測

15



成層圏ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ研究開発の研究課題別経費使用実績
（単位：百万円）

平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 合　　　　計 研究開発の実施結果との費用対効果

成層圏プラットフォーム研究開発

飛行船システム 29 44 78 154 171 164 121 761
13 11 14 43 81

飛行船本体

全体システム技術の研究開発
全体システムの最適設計 84 150 14 105 13 8 374 13年度海上回収試験実施

要素技術の研究開発
大規模膜構造技術の確立及び超軽量膜材料の研究開発 8 61 30 3 30 132
低抵抗の空力形状の選定及び空力設計技術の確立 22 20 187 127 356 13,14年度飛行制御基礎試験実施
低密度で運用される高効率推進技術の開発 33 66 24 26 5 154
太陽電池及び再生型燃料電池からなるクリーンな電力供給技術の確立 15 51 63 47 122 23 150 471 14年度太陽電池装備技術試験実施

16年度技術実証システム設計検討（主に電源）
システム運用技術の研究開発

熱制御及び浮力制御技術の確立 246 340 505 161 1,252 試験機製造と成層圏滞空飛行試験の実施
大規模膜構造物の飛行制御技術の確立 299 468 768 1,828 815 4,178 試験機製造と定点滞空飛行試験の実施
飛行船製造・組立及び整備・検査技術の確立 27 165 90 201 497 61 1,041 日立実験場、大樹実験場の整備

技術実証機の開発 0 （インハウス研究）

追跡管制
追跡管制技術の研究開発

風観測・予測技術の開発 49 207 171 427
追跡管制技術の確立 134 432 483 1,049

実証機用追跡管制システムの開発

通信・放送ミッション 222 518 456 954 199 280 172 2801
全体通信システムの研究開発 222 287 25 0 0 0 0 534

搭載機器の研究開発 0 0 0 106 57 50 38 251
搭載用マルチビームアンテナ技術の確立 0 0 0 63 16 20 15 114
交換中継技術の確立 0 0 0 20 16 20 15 71
成層圏プラットフォーム間光通信技術の確立 0 0 0 23 25 10 8 66

端局機器の研究開発 0 0 229 396 21 177 23 846
地上端局技術の確立 0 0 229 396 21 177 23 846

無線アクセス制御技術の研究開発 0 0 95 130 16 20 15 276
無線アクセスプロトコル技術の確立 0 0 95 130 16 20 15 276

アプリケーションの研究開発 0 231 107 61 0 0 0 399

技術実証用通信・放送ミッションの開発 0 0 0 261 105 33 96 495

地球環境観測
15(JAMSTEC) 7 (JAMSTEC)
21(JAXA)※

10(JAMSTEC) 9(JAMSTEC) 21(JAMSTEC)
39(JAXA)※ 39(JAXA)※ 13(JAXA)※

観測項目の選定及び観測技術の確立
ポインティング技術等の観測技術の確立
飛行船への搭載技術の確立
地上データシステムの構築及びデータ蓄積・検索技術の確立

7(JAMSTEC) 13(JAMSTEC) 7(JAMSTEC) 3(JAMSTEC) 1(JAXA)
2(JAXA)※ 1(JAXA)※ 2(JAXA)※ 1(JAXA) 2(JAXA)

利用技術

37 (JAMSTEC)21 (JAMSTEC)22(JAMSTEC) 
23(JAXA)※ 45(JAXA)※ 52(JAXA) 40(JAXA)

　　

技術実証用地球観測ミッションの開発

43

131

39

240

摘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

全体観測システムの研究開発

搭載機器及び地上システムの検討

利用分野の検討
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